
�愛媛県規則第３５号
愛媛県会計規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県会計規則等の一部を改正する規則

（愛媛県会計規則の一部改正）

第１条 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（支出決議書の作成）

第４３条 支出命令者は、支出決議書又は支出負担行為書兼決議書

を、債権者から提出された請求書（官公署の発行する納入告知書

その他これに準ずるものを含む。以下同じ。）により、支出科目

別及び債権者別並びに直接払、隔地払及び口座振替ごとに作成し

なければならない。ただし、次に掲げる経費については、請求書

によらないで支出決議書又は支出負担行為書兼決議書を作成する

ことができる。

�～� 省略

� 母子福祉資金貸付金、父子福祉資金貸付金及び寡婦福祉資金

貸付金

�～� 省略

２ 省略

（支出決議書の作成）

第４３条 支出命令者は、支出決議書又は支出負担行為書兼決議書

を、債権者から提出された請求書（官公署の発行する納入告知書

その他これに準ずるものを含む。以下同じ。）により、支出科目

別及び債権者別並びに直接払、隔地払及び口座振替ごとに作成し

なければならない。ただし、次に掲げる経費については、請求書

によらないで支出決議書又は支出負担行為書兼決議書を作成する

ことができる。

�～� 省略

� 母子福祉資金貸付金、父子福祉資金貸付金及び寡婦福祉資金

貸付金

�～� 省略

２ 省略
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（愛媛県行政組織規則の一部改正）

第２条 愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（地方局各部の所掌事務）

第２３条 省略

２ 健康福祉環境部の所掌事務は、次のとおりとする。

� 省略

� 生活保護、児童福祉、母子福祉、父子福祉、老人福祉、身体

障害者福祉及び知的障害者福祉に関すること。

�～� 省略

３・４ 省略

（地方局各部の所掌事務）

第２３条 省略

２ 健康福祉環境部の所掌事務は、次のとおりとする。

� 省略

� 生活保護、児童福祉、母子福祉、父子福祉、老人福祉、身体

障害者福祉及び知的障害者福祉に関すること。

�～� 省略

３・４ 省略

（住民基本台帳法施行細則の一部改正）

第３条 住民基本台帳法施行細則（平成１４年愛媛県規則第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第８条関係） 別表第２（第８条関係）

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 条例別表

第２ ４の

項の規則で

定める事務

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法

律第１２９号）による母子福祉資金貸付金、父子

福祉資金貸付金又は寡婦福祉資金貸付金の貸

付けを受けた者、その連帯借主若しくは連帯

保証人又はこれらの相続人の生存の事実又は

氏名若しくは住所の確認

４ 条例別表

第２ ４の

項の規則で

定める事務

母子及び寡婦福祉法 （昭和３９年法

律第１２９号）による母子福祉資金貸付金、父子

福祉資金貸付金又は寡婦福祉資金貸付金の貸

付けを受けた者、その連帯借主若しくは連帯

保証人又はこれらの相続人の生存の事実又は

氏名若しくは住所の確認

５～１０ 省略 ５～１０ 省略

附 則

この規則は、平成２６年１０月１日から施行する。

�愛媛県告示第１１１３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称 医療機関の所在地
指 定

年 月 日

コスモ薬局れんげ
店 西予市宇和町れんげ９６５－３９ 平成２６年

９月１日

ひまわり薬局 西予市宇和町永長１２３－３ 平成２６年
９月１日

�愛媛県告示第１１１４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項の規定により、施術機関を次のように指定した。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

施 術 機 関 施 術 所
指 定 年 月 日

氏 名 住 所 名 称 所 在 地

木 口 嵩 稜 － わかば鍼灸整骨院 伊予郡松前町西高柳６７－１ 平成２６年８月８日

告 示
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�愛媛県告示第１１１５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５１条第１項の規定により、

次のとおり指定医療機関の辞退があった。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療機関の名称 医療機関の所在地
辞 退

年 月 日

西予市立宇和病院 西予市宇和町卯之町一丁目２４６番地１ 平成２６年
９月２１日

�愛媛県告示第１１１６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療機関（指定訪問看護事業者等）を次のように指定した。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１１８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

医 療 機 関 （ 指 定
訪問看護事業者等）の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

指 定 訪 問 看 護 事 業 等 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社すてっぷ 今治市立花町二丁目９番２７号 訪問看護リハビリステーショ
ンすてっぷ 今治市立花町三丁目２番３５号 平成２６年７月２日

株式会社日和 伊予市市場甲４１９番地３ 訪問看護ステーションいちば 伊予市市場甲４１９番地３ 平成２６年８月１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

医療法人陽成会 今治市拝志１番２６号 グループホームヒロセ 今治市国分七丁目４番３６号 平成２６年８月１日

医療法人陽成会 今治市拝志１番２６号 グループホームヒロセドゥー
エ 今治市国分七丁目５番１１号 平成２６年８月１日

合同会社桃花 新居浜市河内町１番７号 ヘルパーステーション桃花 新居浜市西の土居町二丁目１１
－１０ 平成２６年８月１日

株式会社四国中央ケアサービ
ス 四国中央市中曽根町１０５１番地 デイサービスセンターなない

ろ 四国中央市中曽根町１０５１番地 平成２６年８月２１日

株式会社夢・たまご 大洲市平野町野田乙９６１番地
１ デイサービスセンター夢の里 大洲市阿蔵字フカ井甲７５８番

地１０ 平成２６年８月２６日

株式会社医方の森 西条市大町１５７６番地２ なぎの樹介護サービス 西条市大町１５７６番地２ 平成２６年８月２８日

株式会社トータルコンディショ
ニングサポートＪ’ｓ 今治市阿方甲４４１番地６ リハビリデイサービスじんの 今治市阿方甲４４１番地６ 平成２６年９月２日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地
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�愛媛県告示第１１１９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２０号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）から、居宅介護支援事業

を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

医療法人陽成会 今治市拝志１番２６号 グループホームヒロセ 今治市国分七丁目４番３６号 平成２６年８月１日

医療法人陽成会 今治市拝志１番２６号 グループホームヒロセドゥー
エ 今治市国分七丁目５番１１号 平成２６年８月１日

合同会社桃花 新居浜市河内町１番７号 ヘルパーステーション桃花 新居浜市西の土居町二丁目１１
－１０ 平成２６年８月１日

株式会社四国中央ケアサービ
ス 四国中央市中曽根町１０５１番地 デイサービスセンターなない

ろ 四国中央市中曽根町１０５１番地 平成２６年８月２１日

株式会社夢・たまご 大洲市平野町野田乙９６１番地
１ デイサービスセンター夢の里 大洲市阿蔵字フカ井甲７５８番

地１０ 平成２６年８月２６日

株式会社医方の森 西条市大町１５７６番地２ なぎの樹介護サービス 西条市大町１５７６番地２ 平成２６年８月２８日

株式会社トータルコンディショ
ニングサポートＪ’ｓ 今治市阿方甲４４１番地６ リハビリデイサービスじんの 今治市阿方甲４４１番地６ 平成２６年９月２日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ふじ 新居浜市久保田町一丁目８－
１２ サン訪問介護三島事業所 四国中央市中之庄町６２１番地

１ 平成２６年８月３１日

株式会社ふじ 新居浜市久保田町一丁目８－
１２ 介護プラザサン三島事業所 四国中央市中之庄町６２１番地

１ 平成２６年８月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る居宅介護支援事業を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ふじ 新居浜市久保田町一丁目８－
１２ サン居宅介護三島事業所 四国中央市中之庄町６２１番地

１ 平成２６年８月３１日
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�愛媛県告示第１１２２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項において準用する同法第５１条第１項の規定により、次のとおり指定介護機関（居

宅介護事業者）の辞退があった。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第４項において準用する同法第５１条第１項の規定により、次のとおり指定介護機関（介

護予防事業者）の辞退があった。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１１２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社ふじ 新居浜市久保田町一丁目８－
１２ サン訪問介護三島事業所 四国中央市中之庄町６２１番地

１ 平成２６年８月３１日

株式会社ふじ 新居浜市久保田町一丁目８－
１２ 介護プラザサン三島事業所 四国中央市中之庄町６２１番地

１ 平成２６年８月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

辞 退 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
辞 退 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社よしまる 宇和島市丸穂町一丁目９番３０
号 訪問介護未来 宇和島市丸穂町一丁目９番３０

号 平成２６年８月３１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

辞 退 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
辞 退 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社よしまる 宇和島市丸穂町一丁目９番３０
号 訪問介護未来 宇和島市丸穂町一丁目９番３０

号 平成２６年８月３１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上尾峠久万線
伊予郡砥部町川登３０９６番２から

同町満穂６４８番７まで

旧 ４．５～１８．１ ０．１２７

新 １８．１～５０．０ ０．１２７

��������������

��������������

��������������

��������������
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�愛媛県訓令第１５号
庁 中 一 般

地 方 局

愛媛県公印規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公印規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県公印規程の一部改正）

第１条 愛媛県公印規程（昭和３４年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 上尾峠久万線
伊予郡砥部町川登３０９６番２から

同町満穂６４８番７まで
平成２６年９月３０日

訓 令

改 正 後 改 正 前

別表２（第３条関係）

専 用 公 印

別表２（第３条関係）

専 用 公 印

種別 管守場所 数 専 用 区 分 種別 管守場所 数 専 用 区 分

知事

印

省略 知事

印

省略

東予地方局 省略 東予地方局 省略

１ 母子父子寡婦福祉資金用 １ 母子寡婦福祉資金用

省略 省略

中予地方局 省略 中予地方局 省略

１ 母子父子寡婦福祉資金用 １ 母子寡婦福祉資金用

省略 省略

南予地方局 省略 南予地方局 省略

１ 母子父子寡婦福祉資金用 １ 母子寡婦福祉資金用

省略 省略

省略 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

子

育

て

支

援

課

１・２

省略

子

育

て

支

援

課

１・２

省略

３ 母子

及び父

子並び

に寡婦

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 母子福祉資金、父子福祉資

金及び寡婦福祉資金の貸付け

に関すること。

３ 母子

及び寡

婦福祉

法

の施行

に関す

る事務

１ 母子福祉資金、父子福祉資

金及び寡婦福祉資金の貸付け

に関すること。

� 資金の貸付け（行う業務

が２以上の地方局の管轄区

域にわたる母子・父子福祉

団体に対する貸付けに限

る。）の決定（ 第

１４条、第３１条の６第４項、

第３２条第４項、愛媛県母子

及び寡婦福祉法施行細則

（以下この部において「規

則」という。）第４条から

第６条 ま で、第２４条 第１

項）

○ � 資金の貸付け（行う業務

が２以上の地方局の管轄区

域にわたる母子福祉団体

に対する貸付けに限

る。）の決定（第１３条、第

１４条、第３２条第１項、第３

項 、愛媛県母子

及び寡婦福祉法施行細則

（以下この部において「規

則」という。）第４条から

第６条 ま で、第２４条 第１

項）

○

�～� 省略 �～� 省略

２ 省略 ２ 省略

４～１３

省略

４～１３

省略

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

福

祉

課

１～７

省略

地

域

福

祉

課

１～７

省略

８ 母子

及び父

子並び

に寡婦

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ８ 母子

及び寡

婦福祉

法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 母子福祉資金貸付金、父子福

祉資金貸付金及び寡婦福祉資金

貸付金（行う事業が２以上の地

方局の管轄区域にわたる母子・

父子福祉団体に対する貸付金を

除く。）に関すること。

２ 母子福祉資金貸付金、父子福

祉資金貸付金及び寡婦福祉資金

貸付金（行う事業が２以上の地

方局の管轄区域にわたる母子福

祉団体 に対する貸付金を

除く。）に関すること。

� 資金の貸付けの決定（第１３

条、第１４条、第３１条の６第１

項から第４項まで、第３２条第

１項、第２項、第４項、愛媛

県母子及び寡婦福祉法施行細

則（以下この部において「規

則」という。）第４条から第

６条まで、第２４条第１項）

○ � 資金の貸付けの決定（第１３

条、第１４条、第３２条第１項、

第３項

、愛媛

県母子及び寡婦福祉法施行細

則（以下この部において「規

則」という。）第４条から第

６条まで、第２４条第１項）

○
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（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２ 省略

３ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、健康福祉環境部に関す

る事項は、次に掲げるものとする。

�・�の２ 省略

�の３ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第１３条、

第１４条（同法第３１条の６第４項及

び第３２条第４項において準用する場合を含む。）、第３１条の６

第１項から第３項まで並びに第３２条第１項及び第２項の規定に

基づく母子福祉資金貸付金、父子福祉資金貸付金及び寡婦福祉

資金貸付金の貸付けの決定に関すること（行う事業が２以上の

地方局の管轄区域にわたる母子・父子福祉団体に対する貸付け

を除く。第９号までにおいて同じ。）。

�の４ 母子及び父子並びに寡婦福祉法第２５条第１項（同法第３４

条第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づく売店

等の設置の許可に関すること（行う事業が２以上の地方局の所

管区域にわたる母子・父子福祉団体に係るものを除く。）。

�～� 省略

４～９ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２ 省略

３ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、健康福祉環境部に関す

る事項は、次に掲げるものとする。

�・�の２ 省略

�の３ 母子及び寡婦福祉法第１３条（同法第３２条第１項において

準用する場合を含む。）及び第１４条（同法第３２条第３項

において準用する場合を含む。）、第３１条の６

第１項から第３項まで並びに第３２条第１項及び第２項の規定に

基づく母子福祉資金貸付金、父子福祉資金貸付金及び寡婦福祉

資金貸付金の貸付けの決定に関すること（行う事業が２以上の

地方局の管轄区域にわたる母子福祉団体 に対する貸付け

を除く。第９号までにおいて同じ。）。

�の４ 母子及び寡婦福祉法 第２５条第１項（同法第３４

条第１項において準用する場合を含む。）の規定に基づく売店

等の設置の許可に関すること（行う事業が２以上の地方局の所

管区域にわたる母子福祉団体 に係るものを除く。）。

�～� 省略

４～９ 省略

附 則

この訓令は、平成２６年１０月１日から施行する。

�～� 省略 �～� 省略

３～５ 省略 ３～５ 省略

９～２９

省略

９～２９

省略

備考 省略 備考 省略

公 告

�公 告

愛媛県人事行政の運営等の状況を次のとおり公表します。
平成２６年９月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 人事行政の運営の状況

� 任免及び職員数に関する状況

ア 職員の採用の状況

平成２５年度の新規採用者数は、市町立小・中学校教員を含め、愛媛県全体で５６５人です。任命権者別の職種別・性別内訳は、以下のとお

りです。
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� 知事 （単位：人）

区分 行政事務 総合土木 建築 農業 畜産 林業 水産 化学 薬剤師 心理判定員

男性 ３４ １４ ３ ２ １ ２ ２ ２ ４ ０

女性 １４ ０ ０ １ １ ０ ０ １ ０ １

合計 ４８ １４ ３ ３ ２ ２ ２ ３ ４ １

区分 児童自立支援専門員 児童指導員 保健師 医師 獣医師 看護師 言語聴覚士 海技士 合計

男性 １ ０ １ ０ １ ０ ０ １ ６８

女性 １ １ １ １ ２ ４ １ ０ ２９

合計 ２ １ ２ １ ３ ４ １ １ ９７

※割愛採用者、自治医大医師は除いている。

� 公営企業管理者 （単位：人）

区分 行政事務 医師 薬剤師 診療放射線技師 臨床検査技師 理学療法士 臨床工学技士 看護師 合計

男性 １ ２０ ３ ３ １ １ １ ９ ３９

女性 ０ １１ １ ０ ５ ０ ２ ９０ １０９

合計 １ ３１ ４ ３ ６ １ ３ ９９ １４８

※割愛採用者は除いている。

� 教育委員会 （単位：人）

区分 行政事務 小中学校教諭 高等学校等教諭 高等学校実習助手 養護教諭 学校事務 栄養教諭 合計

男性 １ ４８ ２７ １ ０ ９ ０ ８６

女性 ０ ４２ ４１ ０ １３ １５ ２ １１３

合計 １ ９０ ６８ １ １３ ２４ ２ １９９

※割愛採用者は除いている。

� 警察本部長 （単位：人）

区分 警察官 警察官（武道） 鑑識（法医） 警察事務 少年補導職員 航空整備士 海技士 合計

男性 ８８ ２ １ １ １ ２ １ ９６

女性 １５ １ ０ ９ ０ ０ ０ ２５

合計 １０３ ３ １ １０ １ ２ １ １２１

イ 職員の退職の状況

職員の定年等に関する条例により、一部の職員を除いて定年年齢は６０歳とし、定年に達した日以後における最初の３月３１日に退職するこ

ととしています。平成２５年度における退職者数は、定年による退職と定年前の自己都合や死亡等による退職を合わせて８１５人です。任命権

者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：人）

区 分 知事 公営企業管理者 教育委員会 警察本部長 合計

定 年 退 職 ９０ １６ ２６５ ５９ ４３０

定 年 前 退 職 ３３ １２１ １７１ ６０ ３８５

合 計 １２３ １３７ ４３６ １１９ ８１５

※割愛退職者は除いている。
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ウ 職員の再任用の状況

地方公務員法により、任命権者は、定年退職者等を、従前の勤務実績等に基づく選考により、常時勤務又は短時間勤務の職に採用するこ

とができることとされています。任期は１年ですが、平成２１年度に再任用された職員については３回、平成２２年度以降については４回に限

り任期を更新することができます。平成２５年度における新規再任用者数は１２０人、任期更新者数は２０８人、離職者数は３７人です。任命権者別

の内訳は、以下のとおりです。

（単位：人）

区 分 知事 公営企業管理者 議会議長 教育委員会 警察本部長 合計

新規再任用者数 ３９ ６ ０ ５７ １８ １２０

任 期 更 新 者 数 ９４ １０ ２ ８６ １６ ２０８

離 職 者 数 １０ ２ ０ １８ ７ ３７

エ 職員数の状況

平成２５年及び平成２６年の各年の４月１日現在の部門別職員数の状況と平成２６年の職員数の主な増減理由、年齢別職員構成の状況並びに定

員適正化計画の数値目標及び進捗状況は、以下のとおりです。

�ア 部門別職員数の状況と平成２６年の職員数の主な増減理由

（各年４月１日現在）

職 員 数 対前年

増減数
主 な 増 減 理 由

平成２５年 平成２６年

議 会 ３０ ２９ △１

総務企画 ６１０ ６２１ １１ 国体準備業務の増

税 務 １９１ １８２ △９ 業務執行体制の効率化

民 生 ３４４ ３４５ １ 子ども・子育て支援新制度対応

一般

行政

部門

衛 生 ４８３ ４７３ △１０ 看護専門学校の民間委譲

労 働 ８６ ８５ △１

農林水産 １，０２０ １，０１６ △４ 業務執行体制の効率化

商 工 １９６ ２０１ ５ 営業機能の強化、瀬戸内しまのわ２０１４実施体制の強化

土 木 ８０５ ７９８ △７ 業務執行体制の効率化

小 計
３，７６５

［１３５］

３，７５０

［１４８］

△１５

［１３］

特別

行政

部門

教 育 １２，３９２ １２，２５９ △１３３ 児童生徒数の減少による教職員の減

警 察 ２，７９２ ２，８０７ １５ 法令基準の充足による警察官の増

小 計
１５，１８４

［１７７］

１５，０６６

［２１５］

△１１８

［３８］

公営企業部門
１，９９１

［１６］

１，９９１

［１７］

±０

［１］

合計

（条例定数）

２０，９４０

［３２８］

（２１，９８０）

２０，８０７

［３８０］

（２１，８５２）

△１３３

［５２］

（△１２８）

注１ 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者及び派遣職員を含み、臨時又は非常勤の職員は含まれていません。
２ ［ ］内は、再任用短時間職員の数であり、外書きです。
３ この表は、従事する職務の部門ごとの職員の集計であり、「� 給与の状況」において適用給料表ごとに集計した職員数とは一致しません。
４ 一般行政部門には、知事の事務部局（公立大学法人愛媛県立医療技術大学への派遣職員を除く。）のほか、人事委員会、議会、監査委員及び労働委員
会の事務部局が含まれています。
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�イ 年齢別職員構成の状況（平成２６年４月１日現在）

区分
２０歳
未満

２０歳
～２３歳

２４歳
～２７歳

２８歳
～３１歳

３２歳
～３５歳

３６歳
～３９歳

４０歳
～４３歳

４４歳
～４７歳

４８歳
～５１歳

５２歳
～５５歳

５６歳
～５９歳

６０歳
以上

計

職員数（人） ５４ ５４９ １，３１１ １，４５３ １，７２２ １，９８３ ２，３７１ ２，８１９ ３，０６４ ３，０３９ ２，３６４ ７８ ２０，８０７

構成比 ０．３％ ２．６％ ６．３％ ７．０％ ８．３％ ９．５％ １１．４％ １３．５％ １４．７％ １４．６％ １１．４％ ０．４％ １００．０％

�ウ 定員適正化の数値目標及び進捗状況

ａ 定員適正化目標（数・率）

計 画 期 間
数 値 目 標

始 期 終 期

平成２４年４月１日 平成２７年４月１日
平成２７年４月１日までの４年間で一般行政部門の職員数（３，８６１人）を１６０人程

度（４％）削減（第五次定員適正化計画）。

ｂ 定員適正化手法の概要

スクラップ・アンド・ビルドの徹底、事務事業や組織・機構の整理合理化、アウトソーシングの推進、ＩＴ技術の積極的な活用、中

長期的視点に立った計画的な職員採用などにより定員の縮減及び増員の抑制に努めました。

ｃ 第五次定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

区分
平成２３年

（計画前年）

平成２４年

（１年目）

平成２５年

（２年目）

平成２６年

（３年目）

平成２７年

（４年目）

平成２４～２７年

計

（参考）

数値目標

一般

行政

部門

職員数 ３，８６１ ３，７９５ ３，７６５
３，７３５

［３，７５０］
３，７００人程度

増減 △６６ △３０
△３０

［△１５］

△１２６
［△１１１］
（７８．８％）

△１６０人程度

教育

部門

職員数 １２，７０７ １２，５３２ １２，３９２
１２，２３２

［１２，２５９］

増減 △１７５ △１４０
△１６０

［△１３３］
△４７５

［△４４８］

警察

部門

職員数 ２，７７６ ２，７９７ ２，７９２ ２，８０７

増減 ２１ △５ １５ ３１

公営

企業

部門

職員数 ２，００２ １，９９７ １，９９１
１，９８９

［１，９９１］

増減 △５ △６
△ ２
［±０］

△１３
［△１１］
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計

職員数 ２１，３４６ ２１，１２１ ２０，９４０
２０，７６３

［２０，８０７］

増減 △２２５ △１８１
△１７７

［△１３３］
△５８３

［△５３９］

注１ 計画期間は、平成２４年度から平成２７年度までの４年間です。
２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示すものです。
３ ［ ］内の数値は、フルタイム再任用職員を含んだ職員数及び増減数を示すものです。

なお、フルタイム再任用職員については、第五次定員適正化計画における数値目標の対象外としています。

� 給与の状況

ア 総括

�ア 人件費の状況（普通会計決算）

人件費には、一般職の職員（警察関係職員、教育関係職員及び一般行政関係職員をいう。以下同じ。）に支給する給与と、特別職の職員

に支給する知事等特別職の給与、議員の報酬及び期末手当並びに委員等報酬のほか、地方公務員共済組合負担金、退職手当、恩給及び退職

年金、災害補償費等が含まれています。

平成２５年度における普通会計の決算による人件費の状況は、以下のとおりです。

区 分
住民基本台帳人口

（平成２６年１月１日現在）

歳 出 額

（Ａ）
実 質 収 支

人 件 費

（Ｂ）

人件費率

（Ｂ／Ａ）

平成２４年度

の人件費率

平成２５年度
人 千円 千円 千円 ％ ％

１，４２７，８６６ ６１５，４５１，０３１ １，７８８，３４７ １６５，１５５，６６３ ２６．８ ２９．４

�イ 職員給与費の状況（普通会計予算）

平成２６年度当初予算における職員給与費の状況は、以下のとおりです。

区 分
職 員 数

（Ａ）

給 与 費 １人当たり

平均給与費

（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 （Ｂ）

平成２６年度

人 千円 千円 千円 千円 千円

１９，４４４ ８６，０８８，０２２ １３，８９０，６０７ ３１，００４，４９２ １３０，９８３，１２１ ６，７３６

注１ 職員給与費とは、人件費のうち、一般職の職員に対して支給される給料及び扶養手当、通勤手当、住居手当、超過勤務手当、期末・勤勉手当等の諸手
当に要する経費であり、退職手当に要する経費は含んでいません。

２ 職員数は、平成２６年度当初予算に計上された数値であり、平成２６年４月１日現在の実職員数とは一致しません。

�ウ 特記事項

平成２６年度は、知事等特別職の給与の臨時的な減額措置を以下のとおり行っています。

○特別職

区分 給料 期末手当

知 事 ２５／１００

副知事 １５／１００ 減額後の給料の月額による額

教育長、公営企業管理者、常勤監査委員 １２／１００

� ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

ラスパイレス指数とは、各地方公共団体の学歴別・経験年数別の職員数が国家公務員のそれと同じであると仮定し、その職員数に各地方

公共団体の平均給料月額を乗じて得られる給料総額が国家公務員の給料総額に対してどのような割合になるかを示す指数ですが、本県ラス

パイレス指数は、本県の一般行政職の給与水準を、国家公務員の行政職俸給表�適用者のそれを１００として比較したものです。
本県の平成２５年４月１日におけるラスパイレス指数は、国家公務員の給与減額措置が実施されていたことから、１０７．１となっていますが、

都道府県の平均と比べると同程度となっており、国家公務員の給与減額措置がないものとした場合の同指数（参考値）は９８．９と国よりも低
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くなっています。

また、本県では、平成２５年７月１日から国家公務員に準じた給与減額措置を実施したことから、同日におけるラスパイレス指数は９９．９と

なっています。

なお、給与水準の比較対象となる給料に加えて、東京都特別区など主に民間賃金の高い地域に勤務する職員には、最大１８％の地域手当が

支給されており、支給対象職員の割合は、国家公務員が７１．２％（２５年４月１日現在）であるのに対し、県職員は０．３％（２６年４月１日現在）

となっていますが、このラスパイレス指数には反映されていません。

※本県では、平成２０年度は、給料の臨時的な減額措置（一般行政職２．６～６．０％）を実施

注１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差に
よる影響を補正し、国の行政職俸給表�適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

２ 「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

� パーシェ指数の状況（各年４月１日現在）

県職員の給与水準を示す指標として、ラスパイレス指数の他にパーシェ指数があり、本県の平成２５年４月１日におけるパーシェ指数は、

国家公務員の給与減額措置が実施されていたことから、１０６．８となっていますが、都道府県平均（１０７．４）と比べると低くなっているととも

に、国家公務員の給与減額措置がないものとした場合の同指数（参考値）は９８．４と国よりも低くなっています。

また、本県では、平成２５年７月１日から国家公務員に準じた給与減額措置を実施したことから、同日におけるパーシェ指数は９９．４となっ

ています。

なお、ラスパイレス指数は国家公務員の職員構成を基準として算出するのに対して、パーシェ指数は本県の職員構成を基準として算出す

るもので、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

※本県では、平成２０年度は、給料の臨時的な減額措置（一般行政職２．６～６．０％）を実施

イ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

�ア 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２６年４月１日現在）

本県では、行政職給料表、公安職給料表、中学校・小学校教育職員給料表、高等学校等教育職員給料表、技能労務職員の給料表など９種

類の給料表を定めています。

平成２６年４月１日現在における職員数（企業会計関係職員１，９９１人及び再任用短時間勤務職員３８０人を含まない。以下イ及びウにおいて同

じ。）は、１８，８１５人です。
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このうち、代表的な職種である一般行政職（行政職給料表適用者のうち、税務事務に従事する職員及び船員（以下「税務職員等」という。）

を除いた職員をいう。以下ウにおいて同じ。）３，９９５人（２１．２パ－セント）、技能労務職２６５人（１．４パ－セント）、高等学校（特殊・専修・

各種）教育職３，２７６人（１７．４パ－セント）、中学校・小学校教育職７，９５４人（４２．３パ－セント）及び公安職２，４３５人（１２．９パ－セント）の職

員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況は、以下のとおりです。

ａ 一般行政職（行政職給料表適用者（税務職員等を除く。））

区 分 平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額

愛 媛 県 ４４．８歳 ３４７，４９０円 ４４０，９０１円

ｂ 技能労務職（技能労務職に係る給料表適用者）

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

愛 媛 県 ５０．１歳 ３３２，３２２円 ３７１，５７４円

うち

用務員
４９．４歳 ３２８，７８９円 ３７１，０７７円

うち

自動車運転手
５３．９歳 ３３９，３３０円 ３７７，０９５円

うち

学校給食員
４８．４歳 ３２４，８８０円 ３５５，９２７円

ｃ 高等学校教育職（高等学校等教育職員給料表適用者）

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

愛 媛 県 ４３．５歳 ３８０，２９３円 ４３１，５１２円

ｄ 中学校・小学校（幼稚園）教育職（中学校・小学校教育職員給料表適用者）

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

愛 媛 県 ４６．０歳 ３８６，０３５円 ４２２，８１４円

ｅ 公安職（公安職給料表適用者）

区 分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

愛 媛 県 ３８．３歳 ３１９，６６１円 ４２２，２５８円

注１ 平均給料月額とは、平成２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の給料、給料の調整額及び教職調整額の合算額の平均であり、学歴、経験年数、
職位等の要素は、考慮に入れていません。

２ 平均給与月額とは、職員の給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、超過勤務手当などの諸手当の額を合計したものの平均です。

�イ 職員の初任給の状況（平成２６年４月１日現在）

平成２６年４月１日現在における代表的な職種の職員の初任給を国のそれと比較した状況は、以下のとおりです。

区 分 愛 媛 県 国

大学卒 １７６，３５５円
総合職（大卒） １８１，２００円

一 般 行 政 職 一般職（大卒） １７２，２００円

高校卒 １４２，９１１円 一般職（高卒） １４０，１００円

技 能 労 務 職
高校卒 １３７，７８９円 －

中学卒 １２２，１２２円 －
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高 等 学 校 教 育 職 大学卒 ２０４，９２４円 －

中学校・小学校教育職 大学卒 ２０４，９２４円 －

公 安 職
大学卒 １９８，０４７円

総合職（大卒） ２０３，１００円

一般職（大卒） ２００，０００円

高校卒 １６５，４０８円 一般職（高卒） １６１，５００円

�ウ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２６年４月１日現在）

平成２６年４月１日現在における代表的な職種の職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況は、以下のとおりです。

区 分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年 経験年数３０年

一 般 行 政 職
大学卒 ２６２，２４５円 ３６３，８０２円 ３８３，２７７円 ４０４，２４５円

高校卒 ２１２，１４８円 ３０７，３５６円 ３５９，８１５円 ３７６，１０２円

技 能 労 務 職
高校卒 ― ２７４，４５０円 ３０４，４８６円 ３３３，９７３円

中学卒 ― ― ― ―

高等学校教育職
大学卒 ３０６，４１７円 ４０７，２９６円 ４２８，６９１円 ４４４，３０６円

高校卒 ― ― ３７９，６１３円 ４００，７１１円

中学校・小学校

教 育 職

大学卒 ３０１，４７２円 ３９２，５９１円 ４１４，２３２円 ４３０，１０７円

高校卒 ― ― ― ―

公 安 職
大学卒 ２８３，０９４円 ３９９，０６９円 ４１７，３８７円 ４２４，６４５円

高校卒 ２４８，４０６円 ３５６，２４３円 ３９７，０７２円 ４１３，３１７円

注 経験年数とは、おおむね次のとおりです。
① 学歴取得後直ちに本県へ就職した者 県職員として在職した年数
② 学歴取得後無職の期間又は他へ就職していた期間を経て本県へ就職した者 無職の期間の４分の１及び他へ就職していた期間のおおむね１０分の８の
期間と県職員として在職した期間とを合算した年数

ウ 一般行政職の級別職員数等の状況

一般行政職の級別職員数の状況（平成２６年４月１日現在）

本県における一般行政職の職員に適用される行政職給料表は、職務により１級から９級までの９区分に分かれており、これらは、１０級制

となっている国の行政職俸給表�の１級から９級までの区分と同じです。
平成２６年４月１日現在における級別職員数とその構成比は、以下のとおりです。

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 １号給の給料月額 最高号給の給料月額

１級 主事・技師 ３１０人 ７．８％ １３６，１８３円 ２４４，７４７円

２級 主事・技師 １９９人 ５．０％ １８６，５９８円 ３０９，１２３円

３級 主任・係長 ７５９人 １９．０％ ２２３，８５８円 ３５６，２２５円

４級 専門員 １，６３７人 ４１．１％ ２６３，０２６円 ３８９，９６９円

５級 課長補佐・主幹 ６２０人 １５．６％ ２９０，４４３円 ４０２，３２２円

６級 課長 ２５８人 ６．５％ ３２１，９７８円 ４２４，４１７円

７級 参事 １２９人 ３．２％ ３６７，７７４円 ４５８，１６１円

８級 局長 ５６人 １．４％ ４１４，７７５円 ４８０，２５６円

９級 部長 １７人 ０．４％ ４６６，５９７円 ５４０，０１２円

計 ３，９８５人 １００．０％

注１ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。
２ 再任用職員は含んでいません。
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エ 職員の手当の状況

職員には、基本給としての給料のほか、各職員の生活実態及び勤務条件の違い等を考慮して、各種の手当を支給しています。

主な手当は、以下のとおりであり、おおむね国と同じ内容となっています。

なお、各手当の支給実績及び１人当たり平均支給額は、平成２５年度普通会計決算ベースの額です。

�ア 期末手当・勤勉手当

愛 媛 県 国

１人当たり平均支給額（平成２５年度決算） －

１，５７２千円

（平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

２．６ 月分 １．３５ 月分 ２．６ 月分 １．３５ 月分

（１．４５）月分 （０．６５）月分 （１．４５）月分 （０．６５）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当２．２月分、勤勉手当１．７５月分と
なっています。

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。
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�イ 退職手当（平成２６年４月１日現在）

愛 媛 県 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．６２月分 ２７．０２５月分

勤続２５年 ３０．８２月分 ３６．５７ 月分

勤続３５年 ４３．７ 月分 ５２．４４ 月分

最高限度額 ５２．４４月分 ５２．４４ 月分

その他の加算措置

退職手当の調整額

職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定め、職員の

在職期間のうちその月額が高い方から６０月分の合計額を調整額

として加算

定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額 ６，５４６千円 ２３，７２９千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．６２月分 ２７．０２５月分

勤続２５年 ３０．８２月分 ３６．５７ 月分

勤続３５年 ４３．７ 月分 ５２．４４ 月分

最高限度額 ５２．４４月分 ５２．４４ 月分

その他の加算措置

退職手当の調整額

職務の級等の区分に応じた１１段階の調整月額を定め、職員の

在職期間のうちその月額が高い方から６０月分の合計額を調整

額として加算

定年前早期退職特別措置（２～４５％加算）

注 １人当たり平均支給額は、平成２５年度中に退職した職員に支給された額の平均です。

�ウ 地域手当（平成２６年４月１日現在）

地域手当は、民間賃金の地域間格差を適切に反映するため、東京都特別区及び大阪府大阪市に勤務する職員に対して支給しているもので

す。また、医師の採用を容易にするためにも支給しています。加えて、東日本大震災に係る宮城県の復旧事業等に従事するため、地方自治

法第２５２条の１７の規定に基づき、愛媛県から宮城県に派遣される職員について、愛媛県と宮城県の協定に基づいて支給しています。

支 給 実 績（平成２５年度決算） ４７，４７８千円

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ８４７，８２１円

区 分 支給対象地域 支 給 率 支給対象職員数 国の支給率

医 師 １５％ ２４人 １５％

医師以外

東京都（特別区） １８％ ２５人 １８％

大阪府（大阪市） １５％ ７人 １５％

宮城県（仙台市） ４．５％ ２人 ６％

注 支給対象職員数は、平成２６年４月１日現在の職員数です。

�エ 特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

特殊勤務手当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に、その勤務の特殊性に基づき支給するものです。

支給実績（平成２５年度決算） １，２４８，２１３千円

支給職員１人当たり平均支給額（平成２５年度決算） １０８，４９３円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２５年度） ６０．７％

手当の種類（手当数） ５５

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（平成２５年度）
支給単価

県税事務従事職員の特殊勤務手当 県税事務に従事する職員 納税義務者、滞納者等を訪問して
行う県税の賦課及び徴収に関する
業務等

１，４８３千円 日額 ５００円

伝染病防疫作業従事職員の特殊勤
務手当

伝染病防疫業務に従事する職員 伝染病患者等の救護作業
伝染病菌の付着した物件等の処理
作業
伝染病菌を有する家畜等の防疫作
業

８３千円 日額 ２９０円

産業技術研究所、衛生環境研究所
等に勤務する職員の特殊勤務手当

産業技術研究所、衛生環境研究所
等に勤務する職員

①人体に有毒なガスの発生を伴う
業務
②特に危険性を有する薬品を取り
扱う業務
③病理細菌を取り扱う業務

２，１８２千円 ①日額 ２９０円
②及び③日額 ２００円
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特殊現場作業従事職員の特殊勤務
手当

特殊現場作業に従事する職員 ①トンネルの坑内で従事するトン
ネル掘り作業
②墜落の危険が特に著しい箇所で
行う作業等

４千円 ①日額 ５６０円
②日額 ２２０円

レントゲン技術従事職員の特殊勤
務手当

レントゲン技術又はその補助に従
事する職員

レントゲンを使用して、有害放射
線の影響を受ける作業

２７９千円 日額 ２３０円

児童相談所、子ども療育センター、
知的障害者更生相談所及び心と体
の健康センターに勤務する職員の
特殊勤務手当

児童相談所、子ども療育センター、
知的障害者更生相談所及び心と体
の健康センターに勤務する職員

①児童の一時保護作業
②児童及び精神障害者等の心理判
定作業
③重症心身障害児等の看護作業等
④精神障害者等の看護作業等

９，５４６千円 ①日額 ３５０円
②～④日額 ４２０円

児童自立支援施設に勤務する職員
の特殊勤務手当

児童自立支援施設に勤務する職員 児童の自立支援又は生活支援の業
務

６，１２４千円 日額 ８２０円、１，４８０円、
２，２２０円

県警察に勤務する職員の特殊勤務
手当

私服員の捜査、逮捕作業等手
当

当該作業に従事する私服警察職員 犯罪予防、捜査、被疑者逮捕作業 ８９，１９０千円 日額 ５６０円

犯罪鑑識作業手当 当該作業に従事する警察職員 指紋、手口、写真等を利用する犯
罪鑑識作業

７，５０７千円 日額 ２８０円又は５６０円

交通取締用自動車等運転作業
手当

当該作業に従事する警察職員 交通取締用自動車その他特殊自動
車運転作業

３０，７３３千円 日額 ４２０円又は５６０円

山岳捜索救難作業手当 山岳救助警備隊に属する警察職員 山岳において遭難事故が発生した
場合において行う遭難者の捜索救
難作業

４９千円 日額 ８４０円

警ら作業手当 当該作業に従事する警察職員 警ら作業 ３３，９６９千円 日額 ３４０円

身辺警護等作業手当 当該作業に従事する警察職員 ①天皇又は皇后、皇太子、皇太子
妃、文仁親王若しくは悠仁親王の
警衛作業
②その他の要人等の警護作業

１７３千円 ①日額 １，１５０円
②日額 ６４０円

銃器犯罪捜査作業手当 当該作業に従事する警察職員 ①銃器等が使用されている犯罪現
場における被疑者逮捕等の作業
②銃器を所持する被疑者の逮捕、
警戒等の作業
③保護対象者の身辺警戒又は固定
警戒の作業

０千円 ①日額 １，６４０円
②日額 ８２０円又は１，１００
円
③日額 ８２０円

ひき逃げ捜査作業手当 当該作業に従事する交通専務員 ひき逃げ捜査作業 １，７９６千円 日額 ５６０円

交通取締等作業手当 当該作業に従事する交通専務員 ①共同危険行為取締作業
②交通取締り（①の作業を除く。）、
整理及び事故処理作業

７，８９４千円 ①日額 ５６０円
②日額 ３１０円

留置場等看守作業手当 当該作業に従事する警察職員 留置場等において収容者を看守す
る作業

４，５０３千円 日額 ２３０円

被疑者護送作業手当 当該作業に従事する警察職員 被疑者護送作業 １，７４２千円 日額 ２３０円

火薬類取締作業手当 当該作業に従事する警察職員 火薬類の取締作業（不発弾の処理
作業を含む。）

１０千円 日額 ２５０円

夜間特殊作業手当 当該作業に従事する警察職員 夜間（深夜（午後１０時から翌日の
午前５時までの間）を含む時間）
に従事する特殊業務

５１，３４４千円 １回 ４１０円、７３０円又は
１，１００円

潜水作業手当 当該作業に従事する警察職員 潜水器具を着用して従事する潜水
作業

２５千円 １時間 ３１０円又は７８０円

死体取扱作業手当 当該作業に従事する警察職員 ①検視管理官が行う検視又は解剖
立会いの作業
②その他の死体取扱作業

２５，６４６千円 ①１回 ３，２００円
②１回 １，６００円

爆発物処理作業手当 当該作業に従事する警察職員 爆発物処理作業 ０千円 １回 ５，２００円

特殊危険物質処理作業等手当 当該作業に従事する警察職員 ①特殊危険物質（サリン等）の処
理作業
②特殊危険物質による被害の危険
がある区域内において行う作業
③特殊危険物質が発生するおそれ
がある実験作業

０千円 ①日額 ５，２００円
②日額 ２５０円
③日額 ４６０円

緊急業務処理作業手当 当該作業に従事する警察職員 正規の勤務時間外に突発的な事件
又は事故の処理のため出勤を命じ
られ、夜間に従事する作業

４，５６６千円 １回 １，２４０円
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少年補導作業手当 少年補導職員 少年補導作業 ３９５千円 日額 ３１０円

災害警備等作業手当 当該作業に従事する警察職員 異常な自然現象又は大規模な事故
により重大な災害が発生した箇所
等において行う災害警備、遭難救
助等の心身に著しい負担を与える
作業

０千円 日額 ８４０円

術科指導作業手当 当該作業に従事する術科指導員 術科指導作業（本務として従事す
る作業を除く。）

８１千円 １時間 ３００円

漁労手当 水産実習船に勤務する船員 漁労業務 １，７３７千円 日額 ３，０００円～８，４００円

社会福祉業務従事職員の特殊勤務
手当

社会福祉主事
身体障害者更生相談所に勤務する
身体障害者福祉司
児童福祉司

要保護者等を訪問して行う指導等、
身体障害者に面接して行う相談等
又は児童等に面接して行う相談等
の業務

２，６５９千円 日額 ５１０円

精神保健指定医、診察立会職員及
び精神障害者移送に従事する職員
の特殊勤務手当

精神保健指定医、診察立会職員等 精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律に基づく診察、立会又は
移送の業務

３３千円 日額 ３２０円

職業訓練指導業務従事職員の特殊
勤務手当

高等技術専門校に勤務する職業訓
練指導員

職業訓練業務 ２，４７３千円 日額 ７９０円

と畜検査業務従事職員の特殊勤務
手当

食肉衛生検査センターに勤務する
職員

と畜場法による獣畜のとさつ又は
解体の検査

２，３９１千円 日額 １，１８０円

麻薬取締業務従事職員の特殊勤務
手当

麻薬取締員 麻薬及び向精神薬取締法による司
法警察職員として従事する危険な
職務

２４千円 日額 ４２０円

爆発物取締業務従事職員の特殊勤
務手当

本庁爆発物取締主管課又は地方局
に勤務する職員

火薬類取締法又は高圧ガス保安法
に基づく完成検査、保安検査等の
業務

３８千円 日額 ２５０円

漁業取締作業従事職員の特殊勤務
手当

当該作業に従事する職員 漁業取締船に乗り組んで従事する
漁業取締作業

１，０４７千円 日額 ５００円

夜間看護手当 子ども療育センターに勤務する看
護師又は准看護師

正規の勤務時間による勤務の一部
又は全部が深夜（午後１０時から翌
日の午前５時までの間）において
行われる看護等の業務

１１，５６５千円 １回 ２，０００円から
３，３００円まで

家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定
所に勤務する職員の特殊勤務手当

家畜保健衛生所及び家畜病性鑑定
所に勤務する獣医師である職員

家畜保健衛生所法による家畜の伝
染病の予防、人工授精の実施等の
事務

５，４１３千円 日 額 ７３０円（ＢＳＥ検
査：８１０円加算）

潜水手当 農林水産研究所水産研究センター
に勤務する職員

海中の魚礁の状況、魚介類の育成
状況等を調査するため、潜水器具
を着用して行う潜水作業

４５千円 １時間 ３１０円又は７８０円

用地交渉等業務に従事する職員の
特殊勤務手当

農林水産部農業振興局農地整備課、
土木部管理局用地課、地方局産業
経済部土地改良主務課及び治山主
務課並びに地方局建設部（土木事
務所を含む。）に勤務する職員

公共事業の施行に伴う土地等の取
得及び権利の消滅等に伴う損失の
補償等に関し、これらの権利者等
と直接現地で行う交渉業務

２，９４０千円 日額 ６５０円

身体障害者等福祉業務従事職員の
特殊勤務手当

①身体障害者更生相談所に勤務す
る看護師等
②婦人相談所又はさつき寮に勤務
する職業訓練指導員又は生活指導
員

①看護業務
②職業訓練又は生活指導の業務

１３９千円 日額 ４２０円

精神障害者等訪問指導業務従事職
員の特殊勤務手当

保健所又は心と体の健康センター
に勤務する保健師

精神保健及び精神障害者福祉に関
する法律に基づき精神障害者等を
訪問して行う相談指導業務又は感
染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律に基づく訪
問指導業務

３３５千円 日額 ２３０円

航空手当 当該業務に従事する職員 ①航空機の操縦業務
②航空機の整備等業務（整備士）
③航空機に搭乗して行う訓練等の
業務（①及び②以外）

３，６９９千円 ①１時間 ７，７００円
②１時間 ４，５００円
③１時間 １，９００円

災害応急作業等手当 土木部河川港湾局河川課及び港湾
海岸課並びに道路都市局道路建設
課及び道路維持課並びに地方局建
設部（土木事務所及びダム管理事
務所を含む。）に勤務する職員

異常な自然現象により重大な災害
が発生した場合等に警戒水位を超
えている河川の堤防、通行が禁止
されている区間の道路等の危険な
区域において行われる次の作業
①巡回監視
②応急作業等

０千円 ①日額 ４８０円
②日額 ７３０円
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当該作業等に従事する職員 ①東京電力株式会社福島第一原子

力発電所の敷地内において行う作

業

②原子力災害対策特別措置法第２８

条第２項において読み替えて適用

される災害対策基本法（昭和３６年

法律第２２３号）第６３条第１項の規

定に基づく警戒区域において行う

作業

③本部長指示により居住者等が避

難のための立退き若しくは計画的

な立退きを行うことされた地域に

おいて行う作業

④原子力災害対策特別措置法第１５

条第３項の規定に基づき居住者等

が屋内への退避を行うこととされ

た区域の屋外において行う作業

⑤帰還困難区域において行う作業

⑥居住制限区域において行う作業

３，２３４千円 ①日額２０，０００円～３，３００

円

②屋外作業 日額６，６００

円

屋内作業 日額１，３３０

円

③屋外作業 日額５，０００

円

屋内作業 日額１，０００

円

④日額２，５００円

⑤屋外作業 日額６，６００

円

屋内作業 日額１，３３０

円

⑥屋外作業 日額３，３００

円

屋内作業 日額 ６６０

円

東日本大震災に対処するため当該

作業に従事する職員

異常な自然現象により重大な災害

が発生した場合等に警戒水位を超

えている河川の堤防、通行が禁止

されている区間の道路等の危険な

区域において行われる次の作業

①巡回監視

②応急作業等

０千円 ①日額 ４８０円

②日額 ７３０円

食鳥検査業務従事職員の特殊勤務

手当

食肉衛生検査センターに勤務する

職員

食鳥処理の事業の規制及び食鳥検

査に関する法律による食鳥検査業

務

９千円 日額 １，１８０円

特殊自動車運転作業手当 農業大学校及び農林水産研究所

（水産研究センターを除く。）並

びに東予地方局産業経済部今治支

局地域農業室、中予地方局産業経

済部産業振興課地域農業室及び南

予地方局産業経済部産業振興課地

域農業室に勤務する職員

大型特殊自動車等の運転作業 ６９７千円 日額 ２９０円

兼務手当 当該業務に従事する教育職員 定時制の課程の授業又は補助の業

務（本務として従事する業務を除

く。）

９５９千円 １時間 ５１０円、６１０円又

は６７０円

添削手当 当該業務に従事する教育職員 通信制の課程を担任して行う添削

指導業務（本務として従事する業

務を除く。）

１５千円 添削１回 １１０円

教員特殊業務手当 当該業務に従事する教育職員（職

務の級が中学校・小学校教育職員

給料表又は高等学校等教育職員給

料表の１級、２級又は特２級のも

のに限る。）

①非常災害時における児童等の保

護又は緊急の防災等の業務

②児童等の負傷、疾病等に伴う救

急の業務等

③修学旅行等引率業務

④対外運動競技等において児童等

を引率して行う指導業務（泊を伴

うもの等）

⑤部活動における児童等に対する

指導業務（週休日、休日等に行う

もの）

⑥入学試験における受験生の監督

等の業務（週休日、休日等に行う

もの）

４９２，９９５千円 ①日額 ６，４００円

②日額 ６，０００円

③日額 ３，４００円

④日額 ３，４００円

⑤日額 ２，４００円

⑥日額 ９００円

多学年学級担当手当 公立の小学校又は中学校の２の学

年の児童等で編制されている学級

を担当する教育職員（一定以上の

授業時間数の者に限る。）

当該多学年学級における授業又は

指導業務

８，９７０千円 日額 ２９０円

教育業務連絡指導手当 教務主任、学年主任、生徒指導主

事等

教務その他の教育に関する業務に

ついての連絡調整及び指導助言の

業務

１０９，３７０千円 日額 ２００円
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面接指導手当 当該業務に従事する教育職員 講師として通信制の課程の授業又
はその補助を行う業務（本務とし
て従事する業務を除く。）

４０千円 １時間 ７６０円

特別支援教育手当 特別支援学校に勤務する教育職員
及び特別支援学級等を担当する教
育職員

障害のある幼児、児童又は生徒に
対する授業又は指導業務

３１２，７７５千円 日額 １，０００円又は１，２００
円

道路上作業手当 地方局建設部又は土木事務所に勤
務する技能労務職員

交通遮断することなく行う道路の
維持修繕、舗装の打換え等の作業

４，４７３千円 日額 ３００円

家畜ふん尿処理作業手当 農林水産研究所畜産研究センター
に勤務する技能労務職員

たい肥舎等において行う有害物の
発生を伴う家畜ふん尿の処理作業

１１３千円 日額 ２９０円

注 手当ごとの「支給実績（平成２５年度）」は、給与システムによる支給分であるため、その合計は「支給実績（平成２５年度決算）」と一致しません。

�オ 超過勤務手当

支給実績（平成２５年度決算額） ２，６１７，５２１千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） １５５千円

支給実績（平成２４年度決算額） ２，８３９，２４３千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） １６６千円

�カ その他の手当（平成２６年４月１日現在）

手当名 内容 支給単価
国の制
度との
異 同

国の制度
と異なる
内 容

支給実績
（２５年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（２５年度決算）

扶 養 手 当

扶養親族のある職員に支
給

・配偶者 １３，０００円
・配偶者以外 ６，５００円
・配偶者のない職員の扶養親族のうち１人
１１，０００円
満１５歳に達する日後の最初の年度�
�
�
�
�
�

初めから満２２歳に達する日以降の

�
�
�
�
�
�

最初の年度末までの子１人につき
５，０００円加算

同 －
千円

２，３２８，８９６
円

２４６，６０１

住 居 手 当

自ら居住するための住宅
等を借り受け、家賃等を
支払っている職員等に支
給（経過措置）
平成２６年度まではその所
有に係る住宅に居住する
職員で世帯主である者等
にも支給

【借家・借間居住者】
・家賃２３，０００円以下
家賃額－１２，０００円

・家賃２３，０００円超５５，０００円未満
（家賃額－２３，０００円）×１／２＋
１１，０００円
・家賃５５，０００円以上
２７，０００円（支給限度額）

同 －
千円

１，３８３，１５２
円

１２４，０７２

【持家居住者】（経過措置）
２，５００円

異 国支給なし

初 任 給
調 整 手 当

医師等採用による欠員の
補充が困難である職に採
用された職員等に支給

採用困難の程度等を考慮して定める職の区
分及び採用の日以後の期間の区分に応じて
支給
上限額：４１０，９００円

同 －
千円

６３，１４７
円

１，３７２，７６１

通 勤 手 当

通勤のため、交通機関等
を利用している職員又は
自動車等を使用している
職員等に支給

【公共交通機関利用者】
６箇月定期等廉価な価額による運賃等相当
額
上限額：７８，０００円

異
国上限額
５５，０００円

千円
１，６５３，４２４

円
１１１，６９５【交通用具利用者】

距離に応じた定額
片道２�以上５�未満２，５００円

～
片道９５�以上４７，２００円

異
国上限額
２４，５００円

単身赴任手当

公署を異にする異動等に
伴い単身で生活すること
となった職員に対して支
給

２３，０００円＋加算額
加算額は、配偶者住居との距離に応じて
６，０００～４５，０００円

同 －
千円

１４５，７０５
円

３１８，８２９

管 理 職 手 当
管理又は監督の地位にあ
る職員に対して支給

給料表別、職務の級別、区分別の定額
同 －

千円
１，２５５，１５５

円
６１１，３７６

愛 媛 県 報平成２６年９月３０日 第２６１０号

８０８



特地勤務手当及
び特地勤務手当
に準ずる手当

離島その他の生活の著し
く不便な地に所在する公
署等に勤務する職員に支
給

給料及び扶養手当の月額に対して、１００分
の２から１００分の２１までの範囲で、公署の
区分に応じた一定率を乗じた額

同 －
千円

２４，０４０
円

２００，３３３

へき地手当及び
へき地手当に
準 ず る 手 当

へき地学校等に指定され
た学校に勤務する教育職
員に対して支給

給料及び扶養手当の月額に対して、１００分
の２から１００分の２１までの範囲で、学校の
区分に応じた一定率を乗じた額

千円
１３７，４９２

円
２７５，５３５

定 時 制 通 信
教 育 手 当

県立の高等学校で本務と
して定時制教育又は通信
教育に従事する教育職員
等に支給

給料月額に１００分の５から１００分の７を乗じ
た額
（管理職手当との併給調整あり。）

千円
３０，９８５

円
２９５，０９５

産業教育手当

県立の高等学校で農業、
水産又は工業に係る産業
教育に従事する教育職員
に支給

給料月額に１００分の７を乗じた額
（管理職手当等との併給調整あり。） 千円

１０２，１１９
円

３０３，０２４

義 務 教 育 等
教員特別手当

小学校、中学校又は県立
学校に勤務する教育職員
に支給

上限額：８，０００円職務の級号給に応じた定
額
（産業教育手当等との併給調整あり。）

千円
７９３，１９５

円
６９，８６０

農林漁業普及
指 導 手 当

農林漁業の普及指導に関
する事務に従事する職員
に支給

給料月額に１００分の６を乗じた額
千円

４６，９４９
円

２４４，５２６

宿 日 直 手 当
職員が正規の勤務時間外
又は休日等に宿直又は日
直をした場合に支給

４，２００円／１回 ほか
（勤務時間による増減あり。） 同 －

千円
４４４，７２５

円
２３９，０９９

管理職員特別
勤 務 手 当

管理職手当を支給される
職員が週休日等に勤務し
た場合に支給

職責に応じて４，０００円～１２，０００円／１回
の定額
（６時間を超える場合は加算あり。）

同 －
千円

２５，８４０
円

２２６，６６７

夜 勤 手 当

正規の勤務時間として午
後１０時から翌日の午前５
時までの間に勤務する職
員に支給

勤務１時間につき、１時間当たりの給与
額に１００分の２５を乗じた額

同 －
千円

１３１，９２６
円

１５７，９９５

休 日 給
休日等における正規の勤
務時間中に勤務した職員
に支給

勤務１時間につき、１時間当たりの給与
額に１００分の１３５を乗じた額 同 －

千円
５２６，３６７

円
２８６，６９２

支給単価のうち、特に記載の無いものは月額の単価です。

オ 特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在）

特別職の職員の給料月額又は報酬月額、期末手当の支給割合及び退職手当の算定方式等は、以下のとおりです。

区 分 給 料 月 額 等

給

料

知 事 ９９０，０００円（１，３２０，０００円）

副 知 事 ８５８，５００円（１，０１０，０００円）

報

酬

議 長 ９２１，５００円（ ９７０，０００円）

副 議 長 ８２６，５００円（ ８７０，０００円）

議 員 ７７９，０００円（ ８２０，０００円）

期

末

手

当

知 事 （平成２５年度支給割合）

副 知 事 ２．９５月分

議 長 （平成２５年度支給割合）

副 議 長 ２．９５月分

議 員

退
職
手
当

（算定方式） （支給時期）

知 事 １３２万円×在職月数×０．５（任期毎）

副 知 事 １０１万円×在職月数×０．３８（ 〃 ）

注 給料月額及び報酬月額は、知事等の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）及び愛媛県議会議員の報酬の特例に関する条例（平成１９年
愛媛県条例第３７号）に基づき、それぞれ知事２５％、副知事１５％、議長、副議長及び議員５％の減額をした後の額であり、（ ）内の金額は、減額前の額
を記載しています。
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カ 公営企業職員の状況

�ア 電気事業

県営電気事業は、昭和２８年１０月７日の営業開始以来６０年を経過し、現在、銅山川第一発電所（２基）、同第二発電所、同第三発電所、富

郷発電所、肱川発電所、道前道後第一発電所、同第二発電所及び同第三発電所の合計８発電所（９基）において、最大出力６７，０００キロワッ

トで営業しています。

ａ 職員給与費の状況

� 決算

区 分
総費用

（Ａ）

純損益又は

実質収支

職員給与費

（Ｂ）

総費用に占める職員

給与費比率（Ｂ／Ａ）

平成２４年度の総費用に

占める職員給与費比率

平成２５年度
千円 千円 千円 ％ ％

１，９２０，６６３ ６８４，８３１ ３７３，２９８ １９．４ １７．５

注１ 決算には、消費税を含んでいません。
２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸手当に要する経費であ
り、退職手当に要する経費は、含んでいません。

� 予算

区 分
職 員 数

（Ａ）

給 与 費 １人当たり

平均給与費

（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 （Ｂ）

平成２６年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

６５ ２８６，３２３ ７０，０１７ １７３，７１９ ５３０，０５９ ８，１５５

注１ 職員数及び給与費は、平成２６年度当初予算に計上された数値であり、平成２６年４月１日現在の実職員数とは一致しません。
２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２６年４月１日現在）

県営電気事業に従事する平成２６年４月１日現在の職員数（再任用短時間勤務職員１人を含まない。）は、５６人であり、職員の平均年齢、

基本給及び平均月収額の状況は、以下のとおりです。

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

愛媛県公営企業

（電気事業）
４３歳１１月 ３６４，６７８円

４５２，２９５円

（５６８，７４２円）

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均です。
２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）内の金額は、期末・
勤勉手当を含んだものです。

ｃ 職員の手当の状況

� 期末手当・勤勉手当

愛媛県公営企業（電気事業） 愛 媛 県

１人当たり平均支給額（平成２５年度） １人当たり平均支給額（平成２５年度）

１，６０６千円 １，５７２千円

（平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

２．６０ 月分 １．３５ 月分 ２．６０ 月分 １．３５ 月分

（１．４５）月分 （０．６５）月分 （１．４５）月分 （０．６５）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

愛 媛 県 報平成２６年９月３０日 第２６１０号

８１０



注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当２．２０月分、勤勉手当１．７５月分
となっています。

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。

� 退職手当（平成２６年４月１日現在）

愛媛県公営企業（電気事業） 愛 媛 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．６２月分 ２７．０２５月分

勤続２５年 ３０．８２月分 ３６．５７ 月分

勤続３５年 ４３．７ 月分 ５２．４４ 月分

最高限度額 ５２．４４月分 ５２．４４ 月分

その他の加算措置

退職手当の調整額

職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定め、職員の

在職期間のうちその月額が高い方から６０月分の合計額を調整

額として加算

定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額 － 千円 － 千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．６２月分 ２７．０２５月分

勤続２５年 ３０．８２月分 ３６．５７ 月分

勤続３５年 ４３．７ 月分 ５２．４４ 月分

最高限度額 ５２．４４月分 ５２．４４ 月分

その他の加算措置

退職手当の調整額

職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定め、職員の

在職期間のうちその月額が高い方から６０月分の合計額を調整

額として加算

定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額 ６，５４６千円 ２３，７２９千円

注 １人当たり平均支給額は、平成２５年度中に退職した職員に支給された額の平均です。

� 地域手当（平成２６年４月１日現在）

支給対象職員は、いません。

� 特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

支給実績（平成２５年度決算） ５２千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ２，２４０円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２５年度） ４４．２％

手当の種類（手当数） ２

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（平成２５年度）
支給単価

危険作業手当 発電所又は工業用水管理事務所に
勤務する職員

①傾斜３０度以上の水圧管施設工事
及び内部工事の作業等
②水圧鉄管充水中の水車ケーシン
グ及びドラフトチューブの内部作
業等
③ずい道水圧管内における調査、
測量作業等
④地上又は水面上１０メートル以上
の墜落の危険が特に著しい箇所で
行う工事の監督、調査等

か

⑤金属ナトリウム、苛性アルカリ
類、硝酸及び亜硝酸等を取扱う業
務

千円
５２

①日額 ５７０円
②日額 ４００円
③日額 ３４０円
④日額 ２２０円
⑤日額 ２００円

用地交渉等業務手当 公営企業管理局に勤務する職員 公共事業の施行に伴う土地等の取
得及び権利の消滅等に伴う損失の
補償等に関し、これらの権利者等
と直接現地で行う交渉業務

千円
０

日額 ６５０円

� 時間外勤務手当

支給実績（平成２５年度決算） ４８，１６９千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） １，１４７千円

支給実績（平成２４年度決算） ３８，４２４千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） ９６１千円
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注 職員１人当たり平均支給年額には、休日勤務手当を含んでいます。

� その他の手当（平成２６年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（２５年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（２５年度決算）

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
９，５５０

円
２５８，０９５

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
６，０３５

円
１３７，１６８

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
３，０２９

円
７０，４３４

単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
１，２４８

円
３１２，０００

管 理 職 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
５，８３６

円
６４８，４１６

特地勤務手当及
び特地勤務手当
に準ずる手当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
１９３

円
１９３，１０４

宿 日 直 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
０

円
０

管理職員特別
勤 務 手 当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
０

円
０

夜間勤務手当 一般行政職の夜勤手当の制度と同じ。 同 －
千円
２，４５１

円
２４５，０６３

�イ 工業用水道事業

県営工業用水道事業は、昭和３９年４月１日の営業開始以来５０年を経過し、現在、松山・松前地区工業用水道、今治地区工業用水道、西条

地区工業用水道の３地区において、計画給水量２４９，２２０立方メートルで営業しています。

ａ 職員給与費の状況

� 決算

区 分
総費用

（Ａ）

純損益又は

実質収支

職員給与費

（Ｂ）

総費用に占める職員

給与費比率（Ｂ／Ａ）

平成２４年度の総費用に

占める職員給与費比率

平成２５年度
千円 千円 千円 ％ ％

１，０８１，９６７ ３４９，２５０ １３７，７２４ １２．７ １５．０

注１ 決算には、消費税を含んでいません。
２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸手当に要する経費であ
り、退職手当に要する経費は、含んでいません。

� 予算

区 分
職 員 数

（Ａ）

給 与 費 １人当たり

平均給与費

（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 （Ｂ）

平成２６年度
人 千円 千円 千円 千円 千円

２３ １０７，６２２ ２１，５８８ ５４，６２２ １８３，８３２ ７，９９３

注１ 職員数及び給与費は、平成２６年度当初予算に計上された数値であり、平成２６年４月１日現在の実職員数とは一致しません。
２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２６年４月１日現在）

県営工業用水道事業に従事する平成２６年４月１日現在の職員数（再任用短時間勤務職員３人を含まない。）は、１９人であり、職員の平均

年齢、基本給及び平均月収額の状況は、以下のとおりです。
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区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

愛媛県公営企業

（工業用水道事業）
４８歳０月 ３９７，５７６円

４５９，２９４円

（５８６，０１９円）

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均です。

２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）内の金額は、期末・

勤勉手当を含んだものです。

ｃ 職員の手当の状況

� 期末手当・勤勉手当

愛媛県公営企業（工業用水道事業） 愛 媛 県

１人当たり平均支給額（平成２５年度） １人当たり平均支給額（平成２５年度）

１，４９８千円 １，５７２千円

（平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

２．６０ 月分 １．３５ 月分 ２．６０ 月分 １．３５ 月分

（１．４５）月分 （０．６５）月分 （１．４５）月分 （０．６５）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当２．２０月分、勤勉手当１．７５月分

となっています。

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。

� 退職手当（平成２６年４月１日現在）

愛媛県公営企業（工業用水道事業） 愛 媛 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．６２月分 ２７．０２５月分

勤続２５年 ３０．８２月分 ３６．５７ 月分

勤続３５年 ４３．７ 月分 ５２．４４ 月分

最高限度額 ５２．４４月分 ５２．４４ 月分

その他の加算措置

退職手当の調整額

職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定め、職員の在

職期間のうちその月額が高い方から６０月分の合計額を調整額と

して加算

定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額 － 千円 － 千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．６２月分 ２７．０２５月分

勤続２５年 ３０．８２月分 ３６．５７ 月分

勤続３５年 ４３．７ 月分 ５２．４４ 月分

最高限度額 ５２．４４月分 ５２．４４ 月分

その他の加算措置

退職手当の調整額

職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定め、職員の在

職期間のうちその月額が高い方から６０月分の合計額を調整額と

して加算

定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額 ６，５４６千円 ２３，７２９千円

注 １人当たり平均支給額は、平成２５年度中に退職した職員に支給された額の平均です。

� 地域手当（平成２６年４月１日現在）

支給対象職員は、いません。
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� 特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

支給実績（平成２５年度決算） ４０千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ２，５０８円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２５年度） ７２．７％

手当の種類（手当数） ２

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（平成２５年度）
支給単価

危険作業手当 発電所又は工業用水管理事務所に
勤務する職員

①傾斜３０度以上の水圧管施設工事
及び内部工事の作業等
②水圧鉄管充水中の水車ケーシン
グ及びドラフトチューブの内部作
業等
③ずい道水圧管内における調査、
測量作業等
④地上又は水面上１０メートル以上
の墜落の危険が特に著しい箇所で
行う工事の監督、調査等

か

⑤金属ナトリウム、苛性アルカリ
類、硝酸及び亜硝酸等を取扱う業
務

千円
４０

①日額 ５７０円
②日額 ４００円
③日額 ３４０円
④日額 ２２０円
⑤日額 ２００円

用地交渉等業務手当 公営企業管理局に勤務する職員 公共事業の施行に伴う土地等の取
得及び権利の消滅等に伴う損失の
補償等に関し、これらの権利者等
と直接現地で行う交渉業務

千円
０

日額 ６５０円

� 時間外勤務手当

支給実績（平成２５年度決算） ７，１８１千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ４７９千円

支給実績（平成２４年度決算） ９，２１４千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） ５４２千円

注 職員１人当たり平均支給年額には、休日勤務手当を含んでいます。

� その他の手当（平成２６年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（２５年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（２５年度決算）

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
４，２５４

円
２５０，２３５

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
１，１４０

円
６７，０５９

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
１，６３５

円
９６，１６６

単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
８２８

円
２７６，０００

管 理 職 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
３，１０４

円
６２０，８５８

特地勤務手当及
び特地勤務手当
に準ずる手当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
０

円
０

宿 日 直 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
１３

円
４，２００

管理職員特別
勤 務 手 当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
８

円
８，０００

夜間勤務手当 一般行政職の夜勤手当の制度と同じ。 同 －
千円
０

円
０
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�ウ 病院事業

県営病院事業は、昭和３１年１０月１日県衛生部から移管を受けて以来５７年を経過し、現在、中央、今治、南宇和及び新居浜の４病院で、病

床数１，６５９床を有し、それぞれの地域における中核的医療機関として、その機能を発揮しています。

ａ 職員給与費の状況

� 決算

区 分
総費用

（Ａ）

純損益又は

実質収支

職員給与費

（Ｂ）

総費用に占める職員

給与費比率（Ｂ／Ａ）

平成２４年度の総費用に

占める職員給与費比率

平成２５年度
千円 千円 千円 ％ ％

３８，６９７，０６１ １３０，０３０ １４，１８８，３６７ ３６．７ ３９．５

注１ 決算には、消費税を含んでいません。
２ 職員給与費とは、職員に対して支給される給料及び扶養手当、住居手当、通勤手当、時間外勤務手当、期末・勤勉手当等の諸手当に要する経費であ
り、退職手当に要する経費は、含んでいません。

� 予算

区 分
職 員 数

（Ａ）

給 与 費 １人当たり

平均給与費

（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 （Ｂ）

平成２６年度

人 千円 千円 千円 千円 千円

１，９７１ ８，０３０，８０４ ４，９７４，１９７ ３，９９０，４８９ １６，９９５，４９０ ８，６２３

注１ 職員数及び給与費は、平成２６年度当初予算に計上された数値であり、平成２６年４月１日現在の実職員数とは一致しません。
２ 職員手当には、退職手当に要する経費は、含んでいません。

ｂ 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（平成２６年４月１日現在）

県営病院事業に従事する平成２６年４月１日現在の職員数（再任用短時間勤務職員１３人を含まない。）は、１，９１６人であり、職員の平均年

齢、基本給及び平均月収額の状況は、以下のとおりです。

区 分 平 均 年 齢 基本給 平均月収額

愛媛県

医 師 ４４歳５月 ５７７，９７７円 １，４１５，６８３円

（１，５７６，４１３円）

看 護 師 ３８歳９月 ３１２，３１６円 ３９９，１３４円

（４９９，８６９円）

事務職員 ４５歳８月 ３７４，１６５円 ５４０，００４円

（６５９，９９３円）

注１ 基本給とは、職員の給料、扶養手当及び地域手当の合算額の平均です。
２ 平均月収額とは、職員の基本給と毎月支払われる住居手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものの平均であり、（ ）内の金額は、期末・
勤勉手当を含んだものです。

ｃ 職員の手当の状況

� 期末手当・勤勉手当

愛媛県公営企業（病院事業） 愛 媛 県

１人当たり平均支給額（平成２５年度） １人当たり平均支給額（平成２５年度）

１，３９６千円 １，５７２千円

（平成２５年度支給割合） （平成２５年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

２．６０ 月分 １．３５ 月分 ２．６０ 月分 １．３５ 月分

（１．４５）月分 （０．６５）月分 （１．４５）月分 （０．６５）月分
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（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

注１ 特定幹部職員（局長級以上の職員）については、期末手当のうち０．４月分を勤勉手当に振り替えているため、期末手当２．２０月分、勤勉手当１．７５月分
となっています。

２ （ ）内の数値は、再任用職員に係る支給割合です。

� 退職手当（平成２６年４月１日現在）

愛媛県公営企業（病院事業） 愛 媛 県

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．６２月分 ２７．０２５月分

勤続２５年 ３０．８２月分 ３６．５７ 月分

勤続３５年 ４３．７ 月分 ５２．４４ 月分

最高限度額 ５２．４４月分 ５２．４４ 月分

その他の加算措置

退職手当の調整額

職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定め、職員の

在職期間のうちその月額が高い方から６０月分の合計額を調整

額として加算

定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額

医 師 ２，５７４千円 ３２，９３９千円

看護師 ２，４９８千円 ２０，５１０千円

その他 － 千円 ２１，９９０千円

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 ２１．６２月分 ２７．０２５月分

勤続２５年 ３０．８２月分 ３６．５７ 月分

勤続３５年 ４３．７ 月分 ５２．４４ 月分

最高限度額 ５２．４４月分 ５２．４４ 月分

その他の加算措置

退職手当の調整額

職務の級等の区分に応じた８段階の調整月額を定め、職員の

在職期間のうちその月額が高い方から６０月分の合計額を調整

額として加算

定年前早期退職特別措置（２～２０％加算）

１人当たり平均支給額 ６，５４６千円 ２３，７２９千円

注１ １人当たり平均支給額は、平成２５年度中に退職した職員に支給された額の平均です。
２ １人当たり平均支給額のその他は、医師及び看護師を除くすべての職員です。

� 地域手当（平成２６年４月１日現在）

支 給 総 額（平成２５年度決算） ２３３，６１０千円

支給対象職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ８３４，３２０円

区 分 支給対象地域 支 給 率 支給対象職員数 愛媛県の制度（支給率）

医 師 １５％ ２７２人 １５％

注 支給対象職員数は、平成２６年４月１日現在の職員数です。

� 特殊勤務手当（平成２６年４月１日現在）

支給実績（平成２５年度決算） ４４９，７５０千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ２９７．８３６円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２５年度） ７４．８％

手当の種類（手当数） ９

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（平成２５年度）
支給単価

結核病とう勤務手当 病院の結核病棟に勤務する職員 病院の結核病棟において行う患者
の看護又は患者に接する職務

千円
３７１

日額 ２９０円

病理細菌取扱手当 病院の試験室等において病理又は
危険である細菌の検査研究等に従
事する職員

病院の試験室等において行う病理
又はコレラ、赤痢等危険である細
菌の検査、研究等

千円
３，３６４

日額 ２００円

放射線技術勤務手当 放射線技術又はその補助に従事す
る職員

病院において行う有害放射線の影
響を受ける作業

千円
７，６７８

日額 ２３０円

伝染病医療従事手当 病院において伝染病患者等の診療、
看護等に従事する職員

伝染病患者等の診療又は看護
伝染病菌の付着した物件等の処理
作業

千円
４３０

日額 ２９０円
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精神病棟等勤務手当 病院の精神病棟又は精神科に勤務
する職員

精神病患者等の看護又はこれらの
者に接する業務

千円
９１

日額 ３２０円

夜間看護等手当 ①病院で深夜に勤務する看護師等
②③病院に勤務する医療職給料表
の適用を受ける職員

①正規の勤務時間による勤務の一
部又は全部が深夜（午後１０時から
翌日の午前５時までの間）におい
て行われる看護等の業務
②救急患者に対処するために命を
受け自宅等でする待機
③待機中に呼出しを受け、正規の
勤務時間以外の時間において行っ
た手術等の業務

千円
３６３，７５３

①１回 ２，０００円から３，３００
円まで
②１回 ８６０円
③１回 １，６２０円

航空手当 航空機に搭乗して診療、調査等の
業務に従事する職員

航空機に搭乗して行う診療、看護、
調査、捜索救難等の業務

千円
７２

１時間 １，９００円

救急医療従事手当 病院に勤務する管理職医師 正規の勤務時間外において行う救
急医療業務

千円
２７，７６６

１時間当たりの給与額×
従事時間

診療応援手当 病院に勤務する医師 他の県立病院等で従事する診療業
務

千円
４６，２６０

１回 ５，０００円から２０，０００
円

注 手当ごとの「支給実績（平成２５年度）」は、給与システムによる支給分であるため、その合計は「支給実績（平成２５年度決算）」と一致しません。

� 時間外勤務手当

支給実績（平成２５年度決算） １，７７８，３０８千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２５年度決算） ９４７千円

支給実績（平成２４年度決算） １，７２８，７５３千円

職員１人当たり平均支給年額（平成２４年度決算） ９２８千円

注 職員１人当たり平均支給年額には、休日勤務手当を含んでいます。

� その他の手当（平成２６年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政
職の制度
との異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績
（２５年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（２５年度決算）

扶 養 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１６３，６３４
円

２１１，４１３

住 居 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

２１７，５５４
円

１７３，２１２

通 勤 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１１３，７６１
円

８２，７５１

単身赴任手当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円
９，０８５

円
３０２，８３３

管 理 職 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

５４，１５４
円

９１７，８５８

初任給調整手当

内容は、一般行政職の制度と同じ。
支給単価は、一般行政職の制度に加え、医師について次の額
を支給。
・職務の級に応じ２４，０００円又は３０，０００円（南宇和病院に勤務
する医師は１２４，０００円又は１３０，０００円）

異 医師への加算
千円

９５８，９１９
円

３，４２４，７１２

宿 日 直 手 当 一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１９５，８４２
円

３８０，４０３

管理職員特別
勤 務 手 当

一般行政職の制度と同じ。 同 －
千円

１３，１６２
円

１９０，７５４

夜間勤務手当 一般行政職の夜勤手当の制度と同じ。 同 －
千円

１８３，６５２
円

１７６，２５０

� 特別職の報酬等の状況（平成２６年４月１日現在）

特別職である管理者の給料月額、期末手当の支給割合及び退職手当の算定方式等は、以下のとおりです。

区 分 給 料 月 額 等

給 料 ７３０，４００円（８３０，０００円）

（平成２５年度支給割合）

期末手当 ２．９５月分
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（算定方式） （支給時期）

退職手当 ８３万円×在職月数×０．２５（任期毎）

注 給料月額は、知事等の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）に基づき１２％の減額をした後の額であり、（ ）内の金額は、減額前の
額を記載しています。

� 勤務時間その他の勤務条件の状況

ア 勤務時間の状況

平成２５年度における職員の勤務時間は、１週間当たり３８時間４５分で、公務の運営上の事情等により特別の形態によって勤務する必要の

ある職員を除き、午前８時３０分から午後５時１５分まで（休憩時間は、午後零時から午後１時まで）となっています。

イ 休暇の状況

� 年次有給休暇

年次有給休暇は、１年ごとに２０日付与され、残日数は、翌年に限り繰り越すことができます。平成２５年の職員１人当たりの年次有給休暇

の取得状況は、以下のとおりです。

（単位：日）

区 分 知 事 公営企業管理者 人 事 委 員 会 議 会 議 長 代 表 監 査 委 員 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長

平均取得日数 １０．６ ７．４ ９．１ ９．１ ６．８ １０．６ ６．８

� その他の休暇

負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産、交通機関の事故など条例や人事委員会規則で定める事由に該当する場合には、有給

の休暇を付与しています。また、職員の配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は障害のため介護を必要とするものを介護する

場合には、無給の休暇を付与しています。

ウ 休業の状況

� 育児休業

職員が３歳に満たない子を養育するために休業することが認められる制度です。育児休業をしている期間については、給与は、支給され

ません。平成２５年度における育児休業者数は、６８７人です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：人）

区 分 知 事 公営企業管理者 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

育児休業者数 ６０ １５２ ４３６ ３９ ６８７

� 部分休業

職員が３歳に満たない子を養育するため、正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、１日を通じて２時間を超えない範囲内で、勤務し

ないことが認められる制度です。部分休業をしている時間については、給与が減額されます。平成２５年度における部分休業者数は、２３人で

す。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：人）

区 分 知 事 公営企業管理者 人 事 委 員 会 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

部分休業者数 １２ ２ １ ６ ２ ２３

� 育児短時間勤務

職員が小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために短時間勤務をすることが認められる制度です。育児短時間勤務をしている期

間については、給与が減額されます。平成２５年度における育児短時間勤務者数は、１２１人です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。
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（単位：人）

区 分 知 事 公営企業管理者 人 事 委 員 会 教 育 委 員 会 合 計

育児短時間勤務者数 １６ １００ １ ４ １２１

� 修学部分休業

職員が自発的に大学等の教育施設で修学する場合、公務の運営に支障がなく、かつ、職員の公務に関する能力の向上に資すると認められ

るときは、給与を減額して、正規の勤務時間の１／２以内の時間、２年間を限度に、修学のために必要な時間を休業することが認められる

制度です。平成２５年度における修学部分休業者数は、０人です。

� 高齢者部分休業

定年退職日前５年間の職員が希望する場合、公務運営に支障がない場合は、給与を減額して、正規の勤務時間の１／２以内の時間、定年

退職日までの間、勤務時間を短縮することが認められる制度です。平成２５年度における高齢者部分休業者数は、０人です。

� 自己啓発等休業

職員が大学等課程の履修又は国際貢献活動を行う場合、２年間（国際貢献活動は３年間）を限度に休業することが認められる制度です。

平成２５年度における自己啓発等休業者数は１人です。

（単位：人）

区 分 教 育 委 員 会 合 計

自己啓発休業者数 １ １

� 大学院修学休業

公立学校の教員が、大学院や大学の専攻科の課程に在学して、その課程を履修するため、３年を超えない範囲内で休業することが認めら

れる制度です。平成２５年度における休業者数は、０人です。

� 分限及び懲戒処分の状況

ア 分限処分の状況

分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことができない場合に、公務能率の維持を目的としてなされる不利益処分であり、その種

類は、免職、休職又は降任があります。平成２５年度における分限処分数は、３３７件です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：件）

区 分 知 事 公営企業管理者 議 会 議 長 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合計

休 職 ９４ ４３ ３ １３３ ６４ ３３７

降 任 ２ ０ ０ ０ ０ ２

合 計 ９６ ４３ ３ １３３ ６４ ３３９

イ 懲戒処分の状況

懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持することを目的としてなさ

れる不利益処分であり、その種類は、免職、停職、減給又は戒告があります。平成２５年度における懲戒処分数は、２２件です。任命権者別の

内訳は、以下のとおりです。

（単位：件）

区 分 知 事 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

免 職 ２ ３ ０ ５

停 職 １ ５ ０ ６

減 給 ３ ２ ０ ５
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戒 告 ５ ０ １ ６

合 計 １１ １０ １ ２２

� 服務の状況

地方公務員法第３０条では、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂行

に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、

職員に対し、法令及び上司の職務上の命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、職務上知り得た秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治

的行為の制限、争議行為等の禁止、営利企業等への従事制限など、服務上の強い制約を課しています。各任命権者においては、平成２５年度

において、以下の措置を講じました。

ア 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長及び代表監査委員

� 綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、職員に対し、その徹底を図りました。

通 知 概 要

交通事故等の防止について
飲酒運転の根絶について意識の徹底を図るとともに、交通事故及び交通違反の防止について注意喚起を行い

ました。

飲酒運転の根絶について
職員の飲酒運転による交通事故が発生したことを受けて、飲酒運転の根絶についての意識の徹底を図りまし

た。

綱紀の保持及び服務規律の確保について
職員が児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律に違反する行為していたこ

とが判明したことから、これまで以上の綱紀の保持及び服務規律の確保について周知徹底を図りました。

交通事故等の防止について
職員による重大な人身事故が発生したことを受けて、交通事故の防止及び交通違反の防止について周知徹底

を図りました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について

年末、年始を控え、綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底し、県政に対する県民の負託に応えるため、

県民に対する職務対応の向上及び経費の節減、利害関係者との会食等の自粛、虚礼の廃止、業務の適正な執

行、交通法規の遵守、パソコンの適正な使用等、超過勤務の縮減について周知徹底を図りました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について

職場でのセクシュアル・ハラスメント、不適正な事務処理に加え、職員が窃盗で逮捕された事案が発生した

ことから、公務員倫理の徹底、適正な業務の執行、セクシュアル・ハラスメントの防止について周知徹底を

図りました。

� 職場におけるセクシュアル・ハラスメント及びパワー・ハラスメントを防止することを目的として、管理職等を対象に研修を実施する

とともに、全職員を対象に職場研修を実施しました。

� 綱紀の保持及び服務規律の確保に加え、不祥事の再発防止を図ることを目的として、管理職等を対象に公務員倫理に関する研修を実施

するとともに、全職員を対象に職場研修を実施しました。

� 交通違反及び交通事故の発生を防止することを目的として、管理職等を対象に安全運転に関する講習会を開催するとともに、全職員を

対象に職場研修を実施しました。

� 愛媛県又は愛媛県職員に対して行われる不当要求行為等に対し、職員の安全及び県行政の適正かつ円滑な執行を確保するため、愛媛県

として組織的かつ統一的に対応する際の具体的な応対要領等に関する研修会を実施しました。

� 不適正な事務処理の発生を未然に防止することを目的として、管理職等を対象に研修を実施するとともに、全職員を対象に職場研修を

実施しました。

イ 教育委員会

綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、教職員に対し、その徹底を図りました。

通 知 概 要

交通事故等の防止について ゴールデンウイークの時期をとらえて、交通事故等の防止について注意喚起を行いました。
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飲酒運転の根絶について
知事部局において、職員の酒気帯び運転による人身事故が発生したことから、飲酒運転の根絶について周

知徹底を行いました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について

知事部局において、児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律違反により

職員が逮捕されたことを踏まえ、教職員は公私を問わず県民の模範となるべき立場であることやすべての

非違行為に対して厳罰で臨む方針であることなどを周知し、再発の防止を図りました。

夏季休暇及び年次有給休暇の取得促進につい

て

教職員の夏季における心身の健康の維持及び増進並びに家庭生活の充実を図るため、夏季休暇及び年次有

給休暇の計画的取得に努めるよう周知しました。また、日頃から教職員のコミュニケーションを通じて、

教職員が休暇を取りやすい雰囲気づくりに取り組むよう通知しました。

参議院議員通常選挙における地方公務員の服

務規律の確保について

参議院議員通常選挙が行われることを踏まえ、公職選挙法等の法令遵守及び地方公務員としての政治的中

立性の確保について周知徹底を図りました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について

児童に対するわいせつ行為や窃盗、飲酒運転など重大かつ悪質な事案が発生したことを踏まえ、教職員は

公私を問わず県民の模範となるべき立場であることやすべての非違行為に対して厳罰で臨む方針であるこ

となどについて周知し、再発の防止を図りました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について

年末、年始を控え、綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底し、県政に対する県民の負託に応えるため、

県民に対する職務対応の向上及び経費の節減、利害関係者との会食等の自粛、虚礼の廃止、業務の適正な

執行、セクシュアル・ハラスメント及びパワー・ハラスメントの防止、交通法規の遵守等について周知徹

底を図りました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について
年度末、年度始を迎えるに当たり、綱紀の保持及び服務規律の確保を一層徹底するため、交通法規の順守、

業務の適正執行、県民に対する職務対応の向上及び経費の節減について周知徹底を図りました。

綱紀の保持及び服務規律の確保について

知事部局において、不適正な事務処理やセクシュアル・ハラスメントの発覚や窃盗による逮捕事案が発生

したことを踏まえ、公務員倫理の徹底、業務の適正な執行、セクシュアル・ハラスメントの防止について

周知徹底を図りました。

ウ 警察本部長

� 綱紀の保持、服務規律の確保等を図るため、次に掲げる通知を発出し、職員に対し、その徹底を図りました。

通 知 概 要

ハラスメント防止対策要綱の制定について ハラスメント防止対策の適正を期すため、ハラスメント防止対策要綱を制定し、周知しました。

ハラスメント防止対策要綱制定に伴うハラス

メント相談窓口の周知徹底について

ハラスメント及びハラスメントに起因する相談や問題を広く受け入れることを目的として設置された窓口

の周知徹底を指示しました。

ハラスメント防止月間の実施について ６月がハラスメントの防止月間であることから、職員への意識の涵養及び教養の実施を指示しました。

職員に対する生活指導推進月間の実施につい

て
非違事案防止のため、部下職員に対する適切な指導を指示しました。

飲酒に関する小集団検討会の実施について 「節度ある飲酒の在り方」の検討を行うため、各所属に小集団検討会の開催を指示しました。

夏季における規律の保持と各種事故防止につ

いて

業務管理の徹底、身上把握・指導の徹底、殉職・受傷事故の防止、交通事故の防止、被留置者事故の絶無

に関する指導教養を行い、各種事故防止を指示しました。

第２３回参議院議員通常選挙における警察職員

の規律の保持について

第２３回参議院議員通常選挙に伴う警察職員としての基本的留意事項及び具体的不適切事例を示して、服務

規律の確保の徹底を指示しました。

個人情報等の管理の徹底について
ＳＮＳ等の利用にあたり、利用することへのリスクや周囲に与える影響を十分吟味し、法令等に抵触する

ことがないよう指示しました。

年末年始における規律の保持と各種事故防止

について

業務管理の徹底、身上把握・指導の徹底、殉職・受傷事故の防止、交通事故の防止、被留置者事故の絶無

に関する指導教養を行い、各種事故防止を指示しました。

幹部職員の厳正な規律の保持と振粛について 幹部職員に対し、身上把握と併せて、幹部の立場と役割について指導・教養の徹底を指示しました。

目的外の個人照会及び警察情報漏洩の絶無に

ついて
個人情報の厳格な取扱いを職員に今一度指示し、警察情報の管理の徹底と併せ、再度職員に周知しました。
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警察署中堅幹部に対する巡回教養の実施につ

いて
中堅幹部の在り方等について再認識させるために各署を巡回し、指導・教養を実施しました。

人事異動期における規律の保持と各種事故防

止について

業務管理の徹底、身上把握・指導の徹底、殉職・受傷事故の防止、交通事故の防止、被留置者事故の絶無

に関する指導教養を行い、各種事故防止を指示しました。

公用車等交通事故惹起者に対するレポートの

作成指示について

職員に対する交通事故防止指示教養をより一層浸透させるため、事故惹起者に対し、レポ－トの作成を指

示しました。

交通事故を惹起した職員に対する運転適性検

査等の実施について
運転免許センターに招致して、運転適性検査及び実技指導を実施し、各職員に個別指導を実施しました。

降車誘導不履行者等に対する交通事故防止教

養の強化について

降車誘導の実施を指示した以降も、後退時において同乗者が降車誘導を実施せず同様事故が発生したこと

から更なる教養を指示しました。

� 研修及び勤務成績の評定の状況

ア 研修の状況

職員の勤務能率の発揮及び増進のため、平成２５年度は、各任命権者において以下のとおり研修を実施しました。

� 知事

ａ 研修所における研修

愛媛県研修所において、教員、警察官を除く各任命権者の職員を対象に、以下のとおり研修を実施しました。

区 分 研修の概要 実施状況

階 層 別 研 修
新規採用職員、新規採用臨時職員、中堅職員、係長・主幹・課長級の新任者、部長・次長級の現任者を対象に、

それぞれの階層に共通に必要とされる知識・技術の習得を目的とする研修

９コース

参加者 ９７１人

ステージアップ

研 修

新規採用から主幹昇任までの各階層別研修の間を３つの能力開発期間（ステージ）と捉え、次の職位で必要と

される知識・能力をあらかじめ取得することを目的とした研修

２３コース

参加者 ６７８人

指導者養成研修
新規採用職員・接遇、ＯＪＴ能力について、職場内での指導に携わる職員を対象に、指導者としての知識や技

法を習得することを目的とした研修

３コース

参加者 １６２人

出 前 講 座 東予・南予地域の職員の研修機会の拡充を図るため、出前講座（クレーム対応講座）を実施
１コース

参加者 ８２人

部 局 研 修
新たに税務・生活保護等の業務に従事する職員を対象に、担当する業務に直結する知識・技術の習得を目的と

する研修

８コース

参加者 ２４１人

ｂ 長期派遣研修

広範な専門知識や実務能力等の習得、幅広い視野のかん養を図るため、中央省庁（８人）や自治大学校（２人）、民間企業等（４人）へ

職員を派遣しました。

また、独立行政法人日本貿易振興機構、一般財団法人自治体国際化協会及び公益財団法人交流協会等に５人の職員を長期派遣し、国際化

に対応できる人材の育成に努めました。

ｃ 職員の自己啓発を促進するため、自主研究グループ（２グループ）の育成を行いました。

� 公営企業管理者

医療に関する高度な技術や専門知識を習得することにより、県立病院の医療水準の向上を図るため、医師等を国内の先進・専門医療機関

（４人）や海外の学会（３０人）に派遣しました。

また、県立病院の看護職員を対象に、職務の遂行に必要な知識、技能の習得等を目的として、県立４病院合同研修（２０コース、７２６人）

を実施しました。

さらに、看護に関する高度な技術や専門知識を習得することにより、県立病院の看護水準の向上を図るため、看護師に日本看護協会が主

催する研修を受講させました。（１４人）

� 人事委員会

人事委員会事務局職員としての資質向上を図るため、全国人事委員会連合会等が実施する研修を受講させました。（５人）
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� 議会議長

議会事務局職員としての資質向上を図るため、全国都道府県議会議長会が実施する研修を受講させました。（４人）

� 代表監査委員

監査を行う上で必要とされる専門知識や技術を習得し、その資質の向上を図るため、国の専門機関等が実施する研修を受講させました。

（５人）

� 教育委員会

ａ 教職員としての指導力や資質の向上を図るため、総合教育センター等において、専門的・実践的な研修を以下のとおり実施しました。

区 分 研修の概要 実施状況

基 礎 研 修
教員の初任者、２年経験者、５年経験者、１０年経験者を対象に、教育公務員特例法により

義務付けられている基礎研修等

〔市町立学校教職員〕

４コース 参加者 ４４５人

〔県立学校教職員〕

１７コース 参加者 ３１６人

職 務 別 研 修
新任の校長、教頭、生徒指導主事等を対象に、校務分掌や職位等に関係する必要な知識・

技能の習得を目的とする義務的研修

〔市町立学校教職員〕

２６コース 参加者 ５，９６０人

〔県立学校教職員〕

１５コース 参加者 １，８３４人

課 題 別 研 修
受講を希望する教職員を対象に、英語指導や情報教育等の高い専門知識・技能の習得を目

的とする研修

〔市町立学校教職員〕

１４５コース 参加者 １０，５９８人

〔県立学校教職員〕

６２コース 参加者 ３，３３８人

ｂ 教職員としての指導力や資質向上を目的として、国内の研修機関等や大学院等の教育機関への派遣及び海外派遣について、以下のとお

り実施しました。

区 分 研修の概要 実施状況

国 内 派 遣
多様な研修の確保の観点から、教職員の自己研修の奨励と学習指導力の向上を目的と

して、職員派遣研修を実施しました。

〔市町立学校教職員〕

独立行政法人教員研修センター等 ６６人

〔県立学校教職員〕

独立行政法人教員研修センター等 ２６人

大 学 院 等 派 遣
高度で広範囲な課題に対応する資質を養うことを目的として、国立大学大学院等へ派

遣しました。

〔市町立学校教職員〕

愛媛大学大学院等 ２０人

〔県立学校教職員〕

愛媛大学大学院等 ８人

海 外 派 遣
教職員に諸外国の教育、文化の実情を理解させ、国際的視野に立った識見を深めるこ

とを目的として、海外へ派遣しました。

〔市町立学校教職員〕

アメリカ・イギリス他 ５人

〔県立学校教職員〕

アメリカ １人

� 警察本部長

警察教養規則により、警察職員１人１人が、警察法の精神にのっとり、民主警察の本質と警察の責務とを自覚し、職務に係る倫理を保持

し、適正に職務を遂行する能力を修得することを目的に、道府県警察学校等において警察教養を行うこととされています。愛媛県警察学校

においては、平成２５年度は、採用時教養（７期 ２２１人）、昇任時教養（１期 ５人）、専科等（４６期 ５７０人）の警察教養を行いました。

また、警察職員として必要な知識及び技能等を習得させるため、警察庁が設置する管区警察学校（２０９人）、警察大学校（１０２人）及び法

科学研修所（１２人）で警察教養を行いました。
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イ 勤務成績の評定の状況

� 定期人事考課

ａ 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長、代表監査委員、教育委員会（事務局職員）

課長級以下の一般職の職員を対象に、平成２４年１２月１日から平成２５年１１月３０日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。

勤務評定は、評定を受ける職員の直近上位の職位となる管理職職員が評定者として、職員の能力、執務態度及び業績等の評価を行い、評

定者の直近上位の職位となる管理職職員が調整者として、評価結果の調整を行います。評定結果は、人事異動、昇任及び昇給等において

活用しました。

また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望並びに勤務状況についての自己評価及び現在の仕事についての成果等を申告する自

己申告書を職員に提出させ、人事異動において活用しています。

ｂ 教育委員会（市町立学校教職員）

平成２４年１１月１日から平成２５年１０月３１日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、校長の評定は市町教育

長が評定者として、その他の教職員の評定は校長が評定者として、教職員の能力、執務態度及び業績等の評価を行い、市町教育長が調整

者として、評価結果の調整を行います。評定結果は、人事異動、昇任及び昇給等において活用しました。

また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望を教職員に提出させ、人事異動において活用しています。

ｃ 教育委員会（県立学校教職員）

平成２４年１１月１日から平成２５年１０月３１日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、校長の評定は愛媛県教

育長が評定者として、その他の教職員の評定は校長が評定者として、教職員の能力、執務態度及び業績等の評価を行い、愛媛県教育長が

調整者として、評定結果の調整を行います。評定結果は、人事異動、昇任及び昇給等において活用しました。

また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望を教職員に提出させ、人事異動において活用しています。

ｄ 警察本部長

平成２４年１２月１日から平成２５年１１月３０日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行いました。勤務評定は、上席係長以上の警察官

又は課長補佐以上の一般職員が一次・二次の評定者として、職員の資質能力、執務態度及び勤務実績等の評価を行い、二次評定者の直近

上位の職位となる管理職職員が調整者として、評定結果の調整を行った後、調整者の上位の職位にある確認者に提出します。評定結果は、

人事異動、昇任及び昇給等において活用しました。

また、勤務評定と併せ、人事異動に当たっての希望並びに勤務状況についての自己評価及び設定した目標の達成度をみる評価等を職員

に提出させ、人事異動において活用しています。

� 特別人事考課

ａ 知事、公営企業管理者、人事委員会、議会議長、代表監査委員、教育委員会（事務局職員）

条件附採用期間中の職員を対象に、採用の日から５か月を経過した日までの期間の勤務状況について、勤務評定を行い、所属長（部長、

病院長等）が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定において活用しました。

ｂ 教育委員会（市町立学校教職員及び県立学校教職員）

条件附採用期間中の教職員を対象に、採用の日から５か月（教員は１０か月）を経過した日までの期間の勤務状況について、勤務評定を

行い、校長が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定において活用しました。

なお、県立学校の教員については、平成１６年度の特別人事考課から、教員として求められる資質である社会性、コミュニケーション能

力、職務に対する意欲等について校長が評価し、教育委員会に報告することとしています。

ｃ 警察本部長

条件附採用期間中の職員を対象に、条件附採用期間終了直前までの期間の勤務状況について、勤務評定を行い、評定者、調整者及び確

認者が、職務遂行能力及び適性等を評価しました。評定結果は、当該職員の正式採用の可否の決定において活用しました。
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� 福祉及び利益の保護の状況

ア 厚生福利制度の状況

職員の心身の健康の保持及び公務能率を増進させるため、任命権者、地方公務員等共済組合法に基づき設置される共済組合、地方公務員

法第４２条の趣旨に沿って職員が任意で設置する互助会において、職員の厚生福利事業を実施しています。

� 職員の健康保持、疾病予防対策

職員の健康保持の増進と疾病予防のため、労働安全衛生法等に基づき、各種健康診断、メンタルヘルス対策、健康相談及び健康教育等

を実施しています。平成２５年度に実施した主な事業は、以下のとおりです。

ａ 健康診断

区 分 概 要

知 事 等
一般定期健康診断、特別定期健康診断、ＶＤＴ作業従事者検診、がん検診等を行いました。また、共済組合と共同で胃検診や大腸検診及

び人間ドック等を、それぞれ行いました。

教 育 委 員 会
一般定期健康診断、特別定期健康診断、ＶＤＴ作業従事者検診、がん検診等を行いました。また、共済組合と共同で胃検診を、共済組合

及び互助会と共同で人間ドックを、それぞれ行いました。

警 察 本 部 長
一般定期健康診断、特別定期健康診断、ＶＤＴ作業従事者検診、がん検診、健康度測定等を行いました。また、共済組合と共同で人間ドッ

クを行いました。

注 知事等とは、任命権者のうち、教育委員会及び警察本部長を除くものをいいます（以下同じ。）。

○各種健康診断の実施状況（平成２５年度）

（知事等）

区 分 受診者数 備 考

法 定 検 診 一般定期健康診断 ４，８７９人 一次検査 ※受診率 ９９．２％

特別定期健康診断 １，６７９人
放射線業務従事職員検診、特定化学物質等使用職員検診、有機溶剤使用職員検診、深夜業務等従

事職員検診

そ の 他 検 診 ７０９人 振動業務従事者検診、ＶＤＴ作業従事者検診（一次、二次）、農薬使用職員検診

が ん 検 診 等 が ん 検 診 ８，４４３人 胃検診、大腸検診、肺がん検診、子宮頸がん検診、乳がん検診

人 間 ド ッ ク 等 ２，０９５人 人間ドック、超音波検診

（教育委員会）

県立学校

区 分 受診者数 備 考

法 定 検 診 一般定期健康診断 ２，７７７人 一次検査 ※受診率 ９９．９％

そ の 他 検 診 ９８３人 ＶＤＴ作業従事者検診（一次、二次）、腹部超音波検診、農薬使用業務従事者検診

が ん 検 診 等 が ん 検 診 ５，９８９人 胃検診、大腸検診、肺がん検診、子宮がん検診、乳がん検診

人 間 ド ッ ク 等 ６３１人 （特）人間ドック、人間ドック

事務局

区 分 受診者数 備 考

法 定 検 診 一般定期健康診断 ３２５人 一次検査 ※受診率 ９９．７％

特別定期健康診断 ９人 有害業務等従事職員検診、放射線業務従事職員検診

そ の 他 検 診 １３５人 ＶＤＴ作業従事者検診（一次、二次）、腹部超音波検診

が ん 検 診 等 が ん 検 診 ７４７人 胃検診、大腸検診、肺がん検診、子宮がん検診、乳がん検診

人 間 ド ッ ク 等 ８０人 （特）人間ドック、人間ドック
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（警察本部長）

区 分 受診者数 備 考

法 定 検 診 一般定期健康診断 ２，７７５人 一次検診 ※受診率 １００％

特別定期健康診断 ６２０人 有機溶剤使用職員検診、アクアラング隊員検診、深夜業務従事者検診、鉛検診

そ の 他 検 診 ５３人 ＶＤＴ作業従事者検診（一次、二次）

が ん 検 診 等 が ん 検 診 ２，７９３人 胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、前立腺がん検診

人 間 ド ッ ク 等 ９３７人 人間ドック、超音波検診

ｂ メンタルヘルス対策

区 分 概 要

知 事 等
「愛媛県職員こころの健康づくり指針」により、総合的、体系的に取り組みました。中でも、「職場復帰支援システム」の運用、健康相

談室での相談、メンタルヘルスセミナーの開催のほか、共済組合と共同で外部専門機関による相談事業を行いました。

教 育 委 員 会

精神科医や臨床心理士等による心の健康相談を行うとともに、精神疾患による休職者の復職支援を実施しました。県立学校１１校で健康診

断時にメンタルチェック票を配布・回収し、希望者に対する面談を実施しました。また、共済組合において外部専門機関による相談事業

及びメンタルヘルスサポート事業が、共済組合と互助会の共同によりメンタルヘルスセミナー及びストレスチェックが、それぞれ行われ

ました。

警 察 本 部 長
警察共済組合と共同で部外カウンセラー（精神科医）による相談事業のほか、心理カウンセラー（精神保健福祉士）によるメンタルヘル

スセミナーや心の健康相談（カウンセリング）を実施しました。

ｃ 健康相談・健康教育

区 分 概 要

知 事 等
健康相談室の設置・相談、健診事後指導、禁煙サポート、ヘルスアップセミナー等健康教育事業を行いました。また、共済組合において、

電話相談等が行われました。

教 育 委 員 会
産業医等による健康相談を行うとともに、共済組合において、健康づくりセミナー（夏季・冬季）、一日介護講座、電話相談等が行われ

ました。

警 察 本 部 長
産業医・カウンセラー・健康管理対策室による相談、健診事後指導、禁煙サポート、肥満セミナー等健康教育事業を行いました。また、

共済組合において健康教室の開催等健康づくり運動を推進しました。

� 安全衛生

労働安全衛生法等に基づき、安全衛生委員会の設置、産業医及び衛生管理者等を配置し、快適な職場環境の実現と職場における職員の

安全を確保するための安全衛生管理体制を整備しています。

区 分 委員会名 設置数

総 括 安 全 衛 生 委 員 会 １

知 事 等 安 全 衛 生 委 員 会 １１

衛 生 委 員 会 １３

教 育 委 員 会
総 括 安 全 衛 生 委 員 会 １

衛 生 委 員 会 ６７

警 察 本 部 長 安 全 衛 生 委 員 会 １８

� その他

職員の厚生福利事業を進めるため、元気回復事業等を実施しています。平成２５年度に実施した主な事業は、以下のとおりです。

ａ 元気回復事業等

区 分 概 要

知 事 等

ボランティア活動の支援、職員だよりの発行等を行うとともに、図書室や職員運動場を設置しています。また、共済組合と共同で、ライ

フプランの支援事業を行いました。更に、共済組合において、プール、山の家の助成等が、互助会において、サークルへの活動助成、カ

フェテリアプラン（選択型福利厚生事業）等が、それぞれ行われました。

教 育 委 員 会
共済組合において、ライフプランの支援事業、保養所の設置等が、互助会において、福祉相談、リフレッシュ海外旅行助成等が、それぞ

れ行われました。
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〇共済組合福祉事業

平成２５年度実績

区 分 利用者数

知事等 健 診 事 業 １１，５２３人

【地方職員共済組合】 健 康 づ く り 事 業 ８，９９６人

組合員数 ５，８７８人 愛 媛 診 療 所 ３，６１３人

被扶養者数 ７，２４１人 貸 付 累 計 件 数 ９９８件

教育委員会 健 診 事 業 ３，９３５人

【公立学校共済組合】 健 康 づ く り 事 業 ８９２人

組合員数 １３，０９１人 そ の 他 事 業 １１，２２８人

被扶養者数 １２，３５７人 に ぎ た つ 会 館 ８５，７７７人

貸 付 累 計 件 数 ２，９６１件

警察本部長 健 診 事 業 ３，９４４人

【警察共済組合】 健 康 づ く り 事 業 １，７６１人

組合員数 ２，８７０人 そ の 他 事 業 ８２人

被扶養者数 ３，８９１人 貸 付 累 計 件 数 ９４７人

○互助会事業実績

平成２５年度実績 （千円）

区 分 主な保健文化事業 事業費

知事等

会 員 数 ５，８０１人

会員掛金 １２３，８７７千円

人間ドック、リフレッシュ助成事業、サークル助成、カフェテリアプラン（選択型福利厚生事業）、生涯

設計支援事業
６４，０２４

教育委員会

会 員 数 １２，４７５人

会員掛金 ３４８，０７６千円

人間ドック、メンタルヘルスセミナー、退職準備セミナー、福祉相談、リフレッシュ海外旅行助成の実施

等
２４，１０２

警察本部長

会 員 数 ３，０１５人

会員掛金 ５８，９２９千円

資格取得・通信教育等助成、カフェテリアプラン（選択型福利厚生事業）、柔剣道指導育成、事件検挙助

成等
５４，８２８

ｂ 給付事業

� 共済組合による給付

地方公務員等共済組合法に基づき、組合員等の病気、出産、死亡、休業等に関し、相互救済を図るため、法定給付として、保健給付、

休業給付及び災害給付が行われるとともに、法定給付に付加して給付する附加給付が行われています。

○平成２５年度実績 （千円）

区 分 知 事 等 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長

保 健 給 付 １，４９６，１９１ ２，８７７，０６９ ８９２，３５２

直 営 保 健 給 付 １０，８１６ ３５，２７８ ０

休 業 給 付 １７４，８５０ ３９９，２１４ ４９，１５５

災 害 給 付 ０ ０ ０

附 加 給 付 １９，２３４ ６０，５６５ ２６，７９９

一部負担金払戻金等 ２３，１３１ ５７，９２７ １０，４３４

計 １，７２４，２２２ ３，４３０，０５３ ９７８，７４０

� 互助会による給付

互助会により、会員等の病気、出産、死亡等に関し、相互救済を図るための給付が行われています。

（千円）

区 分 主な給付事業 給付総額
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知 事 等 医療補助金、死亡弔慰金、結婚祝金、出産祝金等 ４７，３６６

教 育 委 員 会 療養費補助金、死亡弔慰金、結婚祝金、出産祝金等 ２９４，２９４

警 察 本 部 長 死亡弔慰金、銀婚祝金、傷病見舞金、入学祝金等 ５，０８７

ｃ 職員住宅（独身寮）設置状況

職員が安心して赴任し職務に専念できるよう、厚生福利施設として職員住宅等を設置しています。任命権者別の設置状況は、以下のと

おりです。

（単位：戸）

区 分 知 事 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長

戸 数 ２０８ ４２５ １，０８５

イ 公務災害補償の状況

公務上の災害又は通勤による災害に対する補償等については、地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員災害補償基金愛媛県支部が実

施しています。平成２５年度に発生した公務災害・通勤災害の認定件数は、１６６件です。任命権者別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：件）

区 分 知 事 公営企業管理者 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合計

公 務 災 害 ４ １３ ２１ １２０ １５８

通 勤 災 害 ４ １ ０ ３ ８

合 計 ８ １４ ２１ １２３ １６６

ウ 勤務条件に関する措置の要求の状況

職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、愛媛県人事委員会（以下「人事委員会」という。）に対して、地方公共団体の当局に

より適当な措置が執られるべきことを要求することができることとされています。平成２５年度においては、「２ 人事委員会の業務の状況」

の�のとおり、人事委員会に対して措置の要求が行われています。

エ 不利益処分に関する不服申立ての状況

職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、人事委員会に対して、不服申立てをすることができるこ

ととされています。平成２５年度においては、「２ 人事委員会の業務の状況」の�のとおり、人事委員会に対して不服申立てが行われてい
ます。

２ 人事委員会の業務の状況

� 競争試験及び選考の状況

職員の任用については、地方公務員法並びに職員の採用及び昇任に関する規則、任用候補者名簿の作成及びこれによる職員の任用の方法

に関する規則等を基本法規として、成績主義の原則が貫かれるよう努めました。

ア 採用候補者試験の実施状況

平成２５年度に実施した採用候補者試験は、次のとおりです。

� 採用候補者試験実施状況

試験の名称 受験資格（平成２５年４月１日現在） 受付期間
試験実施

年 月 日
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愛媛県職員採用候補者（上級）試験 ・年齢２１歳以上３４歳未満の者

（保健師のみ２０歳以上で受験可）

・年齢２１歳未満の者で、大学卒業者又は大学卒業見込者

資格免許を必要とする職は、上記の者で、当該資格・免許

を有する者又は取得する見込みの者

２５．５．１５

～２５．６．３

〔第１次〕

２５．６．３０

〔第２次〕

２５．７．２９

～２５．８．７

愛媛県警察官（男性）（大学卒）採用候補者試験 年齢１７歳以上３０歳未満の男子で、大学卒業者又は平成２６年３

月末日までに卒業見込みの者

２５．４．２

～２５．４．２２

〔第１次〕

２５．５．１２

〔第２次〕

２５．６．２１

～２５．６．２６

愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者試験 年齢１７歳以上３０歳未満の女子で、大学卒業者又は平成２６年３

月末日までに卒業見込みの者

愛媛県職員採用候補者（初級）試験 年齢１７歳以上２１歳未満の者

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く。）

２５．８．１９

～２５．９．６

〔第１次〕

２５．９．２９

〔第２次〕

２５．１０．２３

～２５．１０．２５

愛媛県職員採用候補者（資格免

許職）試験

短大卒程度 年齢２０歳以上２９歳未満の者で、当該資格・免許を有する者又は

取得する見込みの者

身体障害者を対象とした愛媛県職員採用候補者（初

級）試験

・年齢１７歳以上３４歳未満の者

・身体障害者手帳の交付を受け、その障害の程度が１級から６

級までの者

・自力により通勤（家族等による送迎を含む。）が可能で、か

つ、介護者なしに職務の遂行が可能な者

・活字印刷文による出題に対応できる者

愛媛県警察官（男性）（高校卒程度）採用候補者試

験

年齢１７歳以上３０歳未満の男子

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く。）

２５．８．１９

～２５．９．６

〔第１次〕

２５．１０．２０

〔第２次〕

２５．１１．１５

～２５．１１．１９

愛媛県警察官（女性）（高校卒程度）採用候補者試

験

年齢１７歳以上３０歳未満の女子

（大学卒業者又は大学卒業見込者を除く。）

� 採用候補者試験受験状況

ａ 愛媛県職員採用候補者（上級）試験 （単位：人）

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率

行 政 事 務 ４３ ７７８ ５４１ ８６ ７７ ４５ １２．０倍

学 校 事 務 １９ ２００ １５２ ４３ ４２ ２０ ７．６倍

警 察 事 務 ３ ６７ ５２ ９ ９ ５ １０．４倍

警 察 事 務 （ 情 報 ） １ １１ ８ ３ ３ ２ ４．０倍

総 合 土 木 １７ ６１ ３９ ２８ ２６ １７ ２．３倍

建 築 ３ １５ ９ ６ ５ ３ ３．０倍

農 業 ４ ３３ ３１ １０ １０ ４ ７．８倍

林 業 ４ １２ ９ ６ ６ ４ ２．３倍

水 産 ２ １９ １６ ４ ４ ２ ８．０倍

電 気 ・ 電 子 １ １８ ８ ３ ３ １ ８．０倍

化 学 ４ ６０ ４１ １２ ８ ４ １０．３倍

機 械 １ １０ ５ ３ ３ １ ５．０倍

薬 剤 師 ８ ２０ １４ １３ １２ ８ １．８倍

保 健 師 ４ ２５ ２３ ８ ８ ４ ５．８倍

保 健 師 （ 警 察 ） １ ６ ６ ３ ３ ２ ３．０倍

合 計 １１５ １，３３５ ９５４ ２３７ ２１９ １２２ ７．８倍

愛 媛 県 報平成２６年９月３０日 第２６１０号

８２９



ｂ 愛媛県警察官（男性）（大学卒）採用候補者試験 （単位：人）

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率

警察官（男性）（大学卒） ４７ ４９２ ４２４ １４６ １１４ ７５ ５．７倍

ｃ 愛媛県警察官（女性）（大学卒）採用候補者試験 （単位：人）

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率

警察官（女性）（大学卒） １４ １３２ １１４ ５７ ４０ ２１ ５．４倍

ｄ 愛媛県職員採用候補者（初級）試験 （単位：人）

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率

一 般 事 務 ９ １３２ １２０ ２１ １７ １０ １２．０倍

警 察 事 務 ２ ３４ ３２ ６ ６ ３ １０．７倍

合 計 １１ １６６ １５２ ２７ ２３ １３ １１．７倍

ｅ 愛媛県職員採用候補者（資格免許職）試験 （単位：人）

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率

短 大 卒

程 度

臨床検査技師 ２ ２８ ２２ ４ ４ ２ １１．０倍

診療放射線技士 ４ １８ １５ ８ ７ ４ ３．８倍

合 計 ６ ４６ ３７ １２ １１ ６ ６．２倍

ｆ 身体障害者を対象とした愛媛県職員採用候補者（初級）試験 （単位：人）

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率

一 般 事 務 若干名 ９ ８ ５ ５ ３ ２．７倍

警 察 事 務 若干名 ２ ２ １ １ １ ２．０倍

合 計 － １１ １０ ６ ６ ４ ２．５倍

ｇ 愛媛県警察官（男性）（高校卒程度）採用候補者試験 （単位：人）

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率

警察官（男性）（高校卒程度） ３３ ４３９ ３１１ １００ ８７ ５１ ６．１倍

ｈ 愛媛県警察官（女性）（高校卒程度）採用候補者試験 （単位：人）

試 験 区 分 採用予定 申込者数 受験者数 １次合格者数 ２次受験者数 ２次合格者数 競争倍率

警察官（女性）（高校卒程度） ８ １０３ ６６ ２４ ２３ １５ ４．４倍

イ 選考の実施状況

職員の採用・昇任については、特殊な職その他について、人事委員会の行う選考によることが認められています。

平成２５年度の採用・昇任に係る選考の実施状況は、次のとおりです。

� 採用選考 （単位：人）

職群 級 代表的な職 知 事 公営企業管理者 教 育 委 員 会 警 察 本 部 長 合 計

１ 主 事 ・ 技 師 ３ ２ ５

２ 主 事 ・ 技 師 ２ ２

３ 係 長 ２ ４ ３ ９

４ 専 門 員 ２２ １ ２３
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行 政 職 ５ 課 長 補 佐 １ ２ １ ４

６ 本 庁 課 長 ２ １０ １ １３

７ 参 事 ３ １ ４

８ 本 庁 局 長 ２ ２

９ 本 庁 部 長 １ １

１ 巡 査 ５ ５

２ 主 任 ５ ５

３ 係 長 ３ ３

４ 係 長 ６ ６

公 安 職 ５ 課 長 補 佐 ７ ７

６ 本 部 課 次 長 ２ ２

７ 本 部 課 長 ５ ５

８ 部 長 ２ ２

９ 部 長 ０

１ 研 究 員 ０

２ 主 任 研 究 員 ０

研 究 職 ３ 主 任 研 究 員 ０

４ 主 席 研 究 員 ０

５ 機 関 の 長 ０

１ 技 師 ２ ２３ ２５

２ 係 長 ・ 医 長 １ ８ ９

医療職（一） ３ 保 健 所 課 長 ・ 病 院 部 長 ５ ５

４ 本 庁 課 長 ・ 副 院 長 ３ ３

５ 医 監 ０

１ 技 師 １ １

２ 技 師 ４ ３ ７

３ 主 任 ０

医療職（二） ４ 係 長 ０

５ 専 門 員 １ １

６ 地 方 機 関 の 課 長 ０

７ 薬 剤 部 長 ０

１ 技 師 ０

２ 技 師 ２ ９９ １０１

３ 主 任 １ １

医療職（三） ４ 係 長 ０

５ 専 門 員 ０

６ 副 看 護 部 長 ０

７ 看 護 部 長 ０

技 能 労 務 職 ０

合 計 ２７ １４２ ３９ ４３ ２５１

� 昇任選考 （単位：人）

職群 級 代表的な職 知 事 公営企業管理者 人事委員会 議 会 議 長 代表監査委員 教育委員会 警察本部長 合 計

３ 係 長 ０

４ 専 門 員 ０
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５ 課 長 補 佐 ０

行 政 職 ６ 本 庁 課 長 １９ １ ４ ２４

７ 参 事 ３５ ５ １ １ ３ ４５

８ 本 庁 局 長 ２０ １ ２１

９ 本 庁 部 長 ７ １ ８

２ 主 任 ０

３ 係 長 ０

４ 係 長 ０

公 安 職
５ 課 長 補 佐 ０

６ 本 部 課 次 長 ０

７ 本 部 課 長 １４ １４

８ 部 長 ５ ５

９ 部 長 ３ ３

２ 主 任 研 究 員 ０

研 究 職
３ 主 任 研 究 員 ０

４ 主 席 研 究 員 ０

５ 機 関 の 長 ０

２ 係 長 ・ 医 長 ０

医療職（一）
３ 保健所課長・病院部長 ０

４ 本 庁 課 長 ・ 副 院 長 ０

５ 医 監 １８ １８

４ 係 長 ０

医療職（二）
５ 専 門 員 ０

６ 地 方 機 関 の 課 長 ０

７ 薬 剤 部 長 ４ １ ５

４ 主 任 ０

医療職（三）
５ 専 門 員 ０

６ 副 看 護 部 長 ０

７ 看 護 部 長 ２ ３ ５

合 計 ８７ ３０ １ １ ０ ７ ２２ １４８

� 警察官階級昇任選考

（単位：人）

階級 昇任者数

警 視 １７

警 部 ６

警 部 補 ４

巡 査 部 長 ０

合 計 ２７
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� 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告の状況

ア 報告の日及びその相手方

報 告 の 日 平 成２５年１０月 ８ 日

報 告 の 相 手 方 議 会 議 長 及 び 知 事

イ 報告の概要

� 県職員の給与と民間給与との比較

ａ 月例給

平成２５年４月分の県職員給与と県内の民間給与とを比較したところ、県職員給与が民間給与を１人当たり平均６０円（０．０２％）下回っ

ています。

民間給与 （Ａ） ３８３，８８９円 較 差 （Ａ－Ｂ）

６０円（０．０２％）県職員給与 （Ｂ） ３８３，８２９円

減額措置後 ※１ ３８３，３９７円 ４９２円（０．１３％）

減額措置後 ※２ ３５８，５６５円 ２５，３２４円（７．０６％）

※ 県職員給与（Ｂ）の欄は、知事等及び職員の給与の特例に関する条例による減額措置がないものとした場合に支給されることとなる給

与を基礎として算出したものであり、平成２５年４月時点での同条例による減額措置後の県職員の給与（３８３，３９７円）と民間給与を比較し

た場合は、県職員の給与が民間給与を１人当たり平均４９２円（０．１３％）下回っています。（※１）

また、同年７月時点での同条例による減額措置後の県職員の給与（３５８，５６５円）と民間給与を比較した場合は、県職員の給与が民間給

与を１人当たり平均２５，３２４円（７．０６％）下回っています。（※２）

ｂ 特別給（期末・勤勉手当）

民間における年間支給割合は３．９７月分であり、県職員の期末・勤勉手当の年間支給割合（３．９５月分）が民間における年間支給割合を

０．０２月分下回っています。

� 県職員の給与

ａ 給与の改定

○ 給料表の改定

公民給与の較差が極めて小さいことから、改定していません。

○ 期末・勤勉手当

民間の特別給（ボーナス）の支給割合とおおむね均衡していることから、改定していません。

ｂ 給与制度の総合的見直し等

本年（平成２５年）の人事院勧告において、給与構造改革に関する勧告から８年が経過し、社会経済情勢が大きく変化していることを

踏まえ、給与減額支給措置終了後、給与制度の見直しを実施することができるよう、所要の準備を進めることとされており、今後の動

向を注視する必要があります。

� 公務運営に関する課題

ａ 人材の確保・育成

複雑化する行政課題に対応し、効率的で質の高いサービスを提供するため、受験者の状況などを見極めながら、多様で有為な人材の

確保策を幅広く検討する必要があります。

また、分権型社会を見据えて、研修を通じた能力開発型の人材育成に加え、現場による実践型人材育成を推進する必要があります。

ｂ 雇用と年金の確実な継続について

再任用制度を活用した当面の措置として、常時勤務を要する職を含めた多様な勤務形態の検討を進めるとともに、能力と経験を活用

できる職務への配置を行うなど、制度の円滑な実施に努める必要があります。

また、国における段階的な定年引上げも含めた検討の動向を注視するとともに、再任用職員に対する給与上の措置等について検討す

る必要があります。

ｃ 仕事と生活の両立支援の推進

男性職員の育児休業取得率は、いまだ極めて低い状況にあり、積極的な啓発活動を行うとともに、育児休業を取得しやすい職場環境

づくりに一層取り組む必要があります。

また、人事院が意見の申出を行った配偶者同行休業制度については、本県においても適切に対応する必要があります。
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ｄ 超過勤務時間の縮減及び年次有給休暇の取得促進

長時間に及ぶ勤務は、依然として特定の部署や職員において見受けられるほか、学校現場においても長時間に及ぶ勤務の実態が指摘

されているため、職員一人ひとりが計画的・効率的な事務処理を心がけるとともに、業務執行リーダーが中心となって、改善に向け一

層取り組む必要があります。

また、年次有給休暇についても、取得しやすい職場環境づくりに努める必要があります。

ｅ 職員の健康管理

精神疾患による長期の病気休暇取得者等は依然として多数に及ぶ状況にあり、復職支援、再発防止などのメンタルヘルス対策に一層

取り組む必要があります。特に管理職員は、コミュニケーションアップに努めるなど、相談しやすい風通しの良い職場環境づくりに努

める必要があります。また、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメントについては、引き続き未然防止に努め、快適な職場環境

を維持する必要があります。

� 勤務条件に関する措置の要求の状況

職員は、地方公務員法第４６条の規定により、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、人事委員会又は公平委員会に対して、地方公共団

体の当局により適当な措置が執られることを要求できるとされています。

平成２５年度中の要求件数、終結件数及び平成２６年度への繰越件数はいずれもありません。

� 不利益処分に関する不服申立ての状況

職員は、地方公務員法第４９条の２の規定により、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、人事委員会又は

公平委員会に対して、不服申立てをすることができるとされています。

平成２５年度中の申立件数、終結件数及び平成２６年度への繰越件数はいずれもありません。

� 苦情の処理の状況

人事委員会は、地方公務員法第８条第１項第１１号の規定により、勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する不服申立てのほか、

職員の苦情を処理することとなっています。

平成２５年度中の処理件数は２件です。

平成２６年９月３０日 発行

愛 媛 県 報平成２６年９月３０日 第２６１０号

８３４


